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第１章 検証の概要 

 1 検証の目的                                

 令和 6 年能登半島地震の影響により、本市では最大震度５強を観測するとともに、津波警報

の発表を受け、直ちに避難指示を発令して避難所を開設し、１万４千人を超える避難者を受け

入れました。 

 また、主要国道の新潟西バイパスなど、多くの道路での通行止めや、ＪＲ越後線の運休（5

日間）など、市民生活に大きな影響が生じました。 

 そして、今回の被害の大きな特徴は、液状化現象です。 

 特に、西区を中心とする砂丘縁辺部や旧河道など、地下水位が高い地域で、集中的に液状化

現象が発生したため、大量の砂や水が地表に吹き出し、道路の損傷や住宅等の建物の傾斜や沈

下が多数発生しました。 

 本市では、発災直後から災害対策本部を設置し、応急対策に全力で取り組みましたが、被害

情報の収集については、どの地域で大きな被害が出ているのか、液状化がどこで発生している

かなどの情報を迅速に把握できず、庁内の共有にも時間を要したほか、自動車避難の問題や、

避難所開設、避難所外避難など様々な課題が浮き彫りになりました。 

 このような状況を踏まえ、本市では災害初期対応について、全庁的な課題整理を行うととも

に、改善に向けた取組を検討することで、本市の災害対応の強化を図り、次の災害に備えてい

くため、市⾧をトップとした検証会議を設置し、検証を開始しました。 

 行政内部で検証を進めるとともに、区自治協議会や地域コミュニティ協議会などの地域団体

の方々から意見をお聴きするため地域広聴会を実施したほか、市民の皆さまへのアンケートの

実施や有識者の方々からご意見をいただいた上で、最終報告をとりまとめました。 

 この検証結果を今後の防災体制強化のための基礎資料とし、将来にわたって安心・安全に暮

らせる、災害に強い新潟市を築いていきます。 
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 2 検証体制・検証スケジュール                     

（１）検証項目・検証体制                                

 検証項目  

特に重要な課題・問題点が生じたと考えられる事項を庁内において、検討・抽出し 

検証項目とした。 

①災害対策本部 

②情報の受発信 

③避難行動 

④避難所運営 

⑤被害状況の調査 

⑥受援体制 

⑦被災者支援 

⑧インフラ関連 

⑨その他 

 検証期間・検証体制  

◆検証期間 発災から令和 6 年 3 月末まで 

◆検証体制 能登半島地震に係る災害初期対応検証会議 

◆組織体系 災害対策本部に準ずる 

 

 

 

 

 

 

 

◆検証チーム 各対策部から課⾧補佐・係⾧級 1 名 

◆外部意見の聴取 

Ａ 地 域 団 体：自治協委員、コミ協会⾧、防災士など（8 区で実施） 

         障がい者団体、防災士の会女性部会 

Ｂ 有識者・関係団体：大学、関係機関、国、県など 

Ｃ 市民アンケート：新潟市内在住の 18 歳以上の市民 4,000 人に実施（無作為抽出） 

 

【会⾧】市⾧ 

【副会⾧】副市⾧、水道局⾧、教育⾧ 

【検証委員】災害対策本部における 
本部員（部・区⾧等） 

検証会議 

A 地域団体 

外部意見 

検
証
チ
ー
ム 

B 有識者・関係団体 

C 市民アンケート 
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（２）検証スケジュール                               

 検証スケジュール  

 

（３）検証過程                                 

 内部検証  

①検証会議・検証チーム会議  

 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 

検証会議       

検証チーム       

Ａ 地域団体       

Ｂ 有識者・関係団体       

Ｃ 市民アンケート       

日程 内容 

令和 6 年 5 月 21 日（火） 第 1 回災害初期対応検証会議 
・検証体制、検証スケジュールの設定 

令和 6 年 5 月 29 日（水） 
第 1 回災害初期対応検証チーム会議 
・検証項目に関すること 
・検証シートに関すること 

令和 6 年 6 月 24 日（月） 第 2 回災害初期対応検証チーム会議 
・検証結果の取りまとめ状況について 

令和 6 年 6 月 26 日（水） 
第 2 回災害初期対応検証会議 
・災害初期対応の検証状況について 
・地域広聴会について、市民アンケートについて 

令和 6 年 9 月 25 日（水） 
第 3 回災害初期対応検証チーム会議 
・検証結果の取りまとめ状況について（中間報告） 
・有識者等広聴会について 

令和 6 年 9 月 30 日（月） 
第３回災害初期対応検証会議 
・検証結果の取りまとめ状況について（中間報告） 
・有識者等広聴会について 

令和 6 年 10 月 24 日（木） 
第 4 回災害初期対応検証チーム会議 
・災害初期対応検証報告書について（最終報告） 
・災害初期対応検証における取り組みについて 

令和 6 年 10 月 30 日（水） 
第 4 回災害初期対応検証会議 
・災害初期対応検証報告書について（最終報告） 
・災害初期対応検証を踏まえた今後の取り組みについて 
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②避難所指名職員に関するアンケート  

◆調査対象 令和 6 年能登半島地震発生（令和 6 年 1 月 1 日）時点の避難所指名職員 

◆調査方法 電子申請（e-NIIGATA）または紙による回答 

◆回 答 率 57.5％（回答数 350 件／アンケート対象職員数 609 人） 

 外部意見  

①地域広聴会  

◆開催期間 令和 6 年 7 月 31 日（水）～ 8 月 30 日（金） 

◆参加人数 321 人（自治協委員 181 人／コミ協会⾧等 119 人／防災士 21 人） 

◆意 見 数 418 件（情報の受信 83 件／避難行動 95 件／避難所運営 144 件／その他 96 件） 

日程 内容 会場 参加人数 

令和 6 年 7 月 31 日（水） 西区地域広聴会 西区役所 37 人 

令和 6 年 7 月 31 日（水） 南区地域広聴会 南区役所 36 人 

令和 6 年 8 月 22 日（木） 江南区地域広聴会 江南区役所 36 人 

令和 6 年 8 月 26 日（月） 北区地域広聴会 豊栄地区公民館 35 人 

令和 6 年 8 月 26 日（月） 東区地域広聴会 東区プラザ 56 人 

令和 6 年 8 月 27 日（火） 秋葉区地域広聴会 秋葉区役所 34 人 

令和 6 年 8 月 29 日（木） 西蒲区地域広聴会 巻地区公民館 38 人 

令和 6 年 8 月 30 日（金） 中央区地域広聴会 新潟市民プラザ 49 人 

②障がい者団体  

◆開催期間 令和 6 年 9 月 10 日（火）～ 9 月 13 日（金） 

◆参加人数 16 人 

◆意 見 数 69 件（情報の受信 24 件／避難行動 28 件／避難所運営 17 件） 

日程 内容 会場 参加人数 

令和 6 年 9 月 10 日（火） 新潟市視覚障害者福祉協会意見広聴会 総合福祉会館 6 人 

令和 6 年 9 月 11 日（水） NPO 法人新潟市ろうあ協会意見広聴会 総合福祉会館 3 人 

令和 6 年 9 月 13 日（金） 新潟市身体障害者福祉協会連合会意見広聴会 総合福祉会館 2 人 

令和 6 年 9 月 13 日（金） NPO 法人にいがた温もりの会意見広聴会 越路ビル 5 人 
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③市防災士の会女性部会  

◆開 催 日 下表参照 

◆参加人数 下表参照 

◆意 見 数 22 件（情報の受信 4 件／避難行動 4 件／避難所運営 13 件／その他１件） 

日程 内容 会場 参加人数 

令和 6 年 9 月 10 日（火） 防災士の会女性部会意見広聴会 新潟市役所 ４人 

④市民アンケート  

◆調査対象 令和 6 年 5 月末現在 18 歳以上の市民 4,000 人 

◆抽出方法 単純無作為抽出法 

◆調査方法 郵送（調査票の配布、回収）、インターネット（回答のみ）併用 

◆配布数等  

配布数 回収数 回収率 

4,000 件 2,037 件 50.9％ 

⑤有識者等広聴会  

◆開 催 日 令和 6 年 10 月 15 日（火） 

◆有識者等一覧  

機 関 名 役 職 氏名（敬称略） 

国土交通省 北陸地方整備局 統括防災官 齋藤 充 

東北大学 災害科学国際研究所 准教授 佐藤 翔輔（座⾧） 

日本放送協会 新潟放送局 コンテンツセンター⾧ 篠田 憲男 

新潟大学 危機管理本部 危機管理センター 教授 田村 圭子 

新潟県 防災局 局⾧ 原 直人 

新潟市防災士の会 会⾧ 平井 孝志 

社会福祉法人 新潟市社会福祉協議会 常務理事 前田 秀子 

気象庁 新潟地方気象台 台⾧ 前多 良一 

公益社団法人 中越防災安全推進機構 事務局⾧ 諸橋 和行 

NPO 法人 にいがた災害ボランティアネットワーク 理事⾧ 李 仁鉄 
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第２章 令和 6 年能登半島地震の概要 

 1 能登半島地震の概要                          

（１）地震概要                                    

 地震に関する概要  

令和 6 年 1 月 1 日 16 時 10 分、石川県能登地方の深さ 16km（暫定値）を震源とする

マグニチュード 7.6（暫定値）の地震（以下、本特集において「本地震」という。）が

発生し、石川県の輪島市及び志賀町で震度 7 を観測したほか、北海道から九州地方にか

けて震度 6 強から 1 を観測した。気象庁は、同日に、本地震及び令和 2 年 12 月以降の

一連の地震活動について、名称を「令和 6 年能登半島地震」と定めた。 

 津波に関する概要  

本地震により石川県能登に対して大津波警報が、山形県から福井県及び兵庫県北部に

対して津波警報が発表された。金沢観測点（港湾局）で 0.8m、酒田観測点（気象庁）

で 0.8m など、北海道から九州地方にかけての日本海沿岸を中心に津波を観測した。そ

のほか、空中写真や現地観測から、能登半島等の広い地域で津波による浸水が認められ

た。また、現地調査により、石川県珠洲市や能登町で 4m 以上の津波の浸水高、新潟県

上越市で 5m 以上の遡上高を確認した。本市では最大約 0.3m の津波が観測された。 

            

地震概要 

1 月 1 日  

16 時 10 分 地震発生  

震源：石川県能登地方 

規模：マグニチュード 7.6（暫定値） 

震源の深さ：16km（暫定値） 

 市内震度： 

  震度 5 強 中央区、南区、西区、西蒲区 

  震度 5 弱 北区、東区、江南区、秋葉区 

16 時 12 分 津波警報発表、避難指示 

 
1 月 2 日  

01 時 15 分 津波警報解除、津波注意報発表 

10 時 00 分 津波注意報解除 
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（２）本市への影響                                 

 地震被害の特徴  

①津波警報発表  

本市では、最大震度５強の強い揺れと津波警報の発表を受け、直ちに避難指示を発令

したが、浸水想定区域以外の多くの人が車で避難したことで、道路渋滞が発生するなど、

避難時に混乱が生じた。 

②液状化被害  

能登半島の甚大な被害と共に、本市においては地盤の液状化による住宅の甚大な被害

が発生した。特に、西区を中心とする砂丘縁辺部や旧河道など地下水位が高い地域で、

集中的に液状化現象が発生したため、大量の砂や水が地表に吹き出し道路の損傷や住宅

等の建物の傾斜や沈下が多数発生しました。 

 調査の結果、砂丘の縁辺から後背湿地の斜面における「側方流動」とみられる被害や、

旧河道といった地形の場所における被害傾向が確認された。 

 

 
出典：北陸地方整備局 液状化しやすさマップより 
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（令和 6 年 10 月 28 日時点） 

 
 

③特定の地域に被害が集中  

液状化による被害が中央区、江南区、西区の 3 区に集中したことにより、該当区の 

業務量が増加したが、局所的に発生した大規模災害に対応するための業務や役割分担、

体制が整理できていなかったため、一部の業務で全庁的な体制の構築が遅れた。 

 

（３）被害状況                                 

 人的被害  

この災害を原因とする死者が 2 名発生したほか、重症者が 7 名、軽症者は 21 名発生

している。（Ｘ：ご遺族の意向により区名は公表しません。） 

項目 計 北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 

死者 ２ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ 

重傷者 7 0 0 3 0 0 0 4 0 

軽症者 21 0 4 5 2 0 3 6 1 

出典：河北郡内灘町の調査報告 
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 物的被害  

①建物被害数  

参考 損害判定基準（住家の主要な構成要素の経済的被害の住家全体に占める損害割合） 

全壊：５０％以上、半壊：２０％以上５０％未満、一部損壊：全壊及び半壊に至らないもの 

 

 

 

項目 計 北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 

全壊 100 0 0 11 0 1 1 80 7 

半壊 3,874 14 17 407 282 36 61 2,964 93 

一部損壊 12,788 308 437 1,786 1,249 720 738 6,663 887 

（令和 6 年 10 月 28 日時点） 
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②道路被害路線数  

  

 

 

 

 

 

 

③学校被害数  

 

 

 

 

 

 

項目 計 北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 

国県道 5 0 0 3 1 0 0 1 0 

市道 316 0 0 77 21 0 6 211 1 

項目 計 北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 

被害数 123 13 14 23 10 12 10 26 15 

学校の被害状況（坂井輪中学校／西区） 学校の被害状況（坂井輪中学校／西区） 

道路の被害状況（天野地内／江南区） 道路の被害状況（鳥原地内／西区） 

10



 

④ライフライン等の被害状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 発災後の状況 

電気 市内各所で停電発生 

ガス 西区、西蒲区でガス漏れが多数発生 

上水道 中央区、西区、江南区で減断水、濁水が発生。漏水は最大 253 箇所 

下水道 
西区を中心に液状化などの影響によるマンホールの隆起、管路のたるみや

損傷のほか、噴出した土砂が管内に流入したことによる排水不良が発生 

電気通信 被害なし 

公共交通

機関 

高速道路：一時全線通行止め 

鉄道：一時全線運転見合わせ 

バス：一部を除き通常運行 

道路 市内各地で液状化による道路陥没や損傷し、最大 53 箇所で通行止め 

公園の被害状況（鳥屋野交通公園／中央区） マンホールの被害状況（西区） 

11



 

⑤避難の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 月 1 日  
20:30 時点 

計 北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 

開設避難所数 288 37 22 43 20 42 47 38 39 

避難者数 14,187 1,011 2,044 4,584 78 79 94 5,876 421 

段ボールベッド設置状況（西区） ペット避難対応状況（西区） 
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第３章 新潟市の災害対応 

 １ 災害対策本部                                

災害が発生し、または発生する恐れがある場合等で、対策を実施するため必要があると

認めるときは、災害対策基本法第２３条の２（市町村災害対策本部）の規定に基づき、新

潟市災害対策本部（以下「本部」という。）を設置する。 

本部に、災害応急対策の実施について協議をするため、災害対策本部会議（以下「本部

会議」という。）を置く。本部会議は、本部⾧、副本部⾧、本部員及び本部⾧が指名する

職員をもって組織し、所掌事務は、以下の表に掲げるとおりとする。 

 災害対策本部  

災害対策本部⾧ 市 ⾧ 

災害対策副本部⾧ 副市⾧ 
水道局⾧ 教育⾧ 

災害対策本部員 
 

危機管理監 会計管理者 
北区⾧ 東区⾧ 中央区⾧ 江南区⾧ 
秋葉区⾧ 南区⾧ 西区⾧ 西蒲区⾧ 
政策企画部⾧ 統括政策監 都心のまちづくり担当理事 技監 
市民生活部⾧ 文化スポーツ部⾧ 
観光・国際交流部⾧ 環境部⾧ 
福祉部⾧ こども未来部⾧ 保健衛生部⾧ 
経済部⾧  農林水産部⾧ 
都市政策部⾧  建築部⾧ 土木部⾧ 下水道部⾧ 
総務部⾧  財務部⾧ 
消防局⾧ 
水道局総務部⾧ 教育次⾧ 
市民病院事務局⾧ 
選挙管理委員会事務局⾧ 
人事委員会事務局⾧ 
監査委員事務局⾧ 
議会事務局⾧ 
農業委員会事務局⾧ 

所掌事務 １ 被害状況、対策状況等の総合的な掌握に関すること 
２ 災害応急対策計画の協議、決定に関すること 
３ 災害救助法等の適用協議に関すること 
４ 現地災害対策本部の設置に関すること 
５ 自衛隊等及び他団体等への災害派遣要請に関すること 
６ 県災害対策本部との協議に関すること 
７ 防災会議を構成する関係機関との協議に関すること 
８ 災害情報の公表に関すること 
９ その他災害応急対策の重要事項の決定に関すること 
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 ２ 本市の主な動き                               
 

月日 時刻 災害情報・国県支援・ 
災害対策本部の動き 対応等 

1/1（月） 16:10 石川県能登地方で M7.6 の
地震発生(最大震度) 
 
新潟市内(中央区、南区、
西区、西蒲区)で震度 5 強
を観測 
新潟市内(北区、東区、江
南区、秋葉区)で震度 5 弱
を観測 
 
新潟市災害対策本部設置 

３号配備体制（全区） 

16:12 津波警報発表 避難指示発表（北区、東区、中央区、 
江南区、西区、西蒲区のそれぞれ一部） 

17:09 津波到達 0.3ｍ   

18:30 第１回災害対策本部会議 【本部⾧指示】 
人命救助を最優先、被害情報の収集にも

全力で取り組むこと、ライフラインや交通
機関など、生活に直結する情報は、随時、
市民に対し情報発信を行うよう指示 

21:30 第２回災害対策本部会議 【被害状況等】 
・中央区、江南区、西区を中心とする減断

水や道路の隆起、陥没・液状化等による
交通障がいが多数発生 

・高速道路：全線通行止め 
・鉄道  ：全線運転見合わせ 
・避難者数：約 14,000 人 

（市民が避難所へ避難） 
【本部⾧指示】 

被害の情報収集と復旧作業、避難者の
対応に全力で取り組むよう指示 

23:28 災害救助法適用   

1/2（火） 1:15 津波注意報発表   

9:00 第３回災害対策本部会議 【被害状況等】 
・人的被害：軽症者 3 名 
・建物被害：全壊１棟 
・停電発生：約 30 戸 
・避難者数：約 350 人 

（市民が引き続き避難所に避難） 
【本部⾧指示】 

夜が明けたため、パトロール等により
迅速な被害の把握と復旧作業、避難者の
対応に全力で取り組むよう指示 

 
水道局が県外事業体に 
応援要請（２都市） 

さいたま市、仙台市に応援を要請 

10:00 津波注意報解除   
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1/2（火） 10:30 新潟県が市災害対策本部へ
ＤＭＡＴを派遣 
（西区内の病院の状況把握
のため） 

市本部の各リエゾン(市保健衛生部、水道局、
ＤＭＡＴ)と県本部で情報共有し対応・信楽園
病院対応 
・給水、非常食等の支給、透析患者移送検討 
→1/3 終了・西区内病院の給水状況把握 

15:00 第４回災害対策本部会議 【被害状況等】 
・人的被害：軽症者 7 名 
・建物被害：全壊 2 棟、半壊 4 棟、 

一部損壊 32 棟 
・停電発生：約 30 戸 
・断水  ：減断水、濁水発生 
     （中央区、江南区、西区） 
・高速道路：通行可能 
・避難者数：75 名 

 
応急危険度判定を開始 

 

1/3（水） 9:00 第５回災害対策本部会議 【被害状況等】 
・人的被害：軽症者 8 名 
・建物被害：全壊 2 棟、半壊 9 棟、 

一部損壊 111 棟 
・断水  ：西区の一部で断水継続 
     （9 か所で臨時給水所を設置） 
・鉄道  ：一部を除き通常運行 
・避難者数：34 名 

12:00 ３号配備体制解除：全区 
→準 3 号配備体制：全区 
 
避難指示 
・土砂災害 西区内 19 軒 
 

 

13:00 チームにいがた 
マネジメント調整会議 

被害認定調査業務の方針を決定 

 
市⾧災害現地視察 西区大野地内（建物被害） 

坂井輪中学校（建物被害、避難所） 
  

西区社会福祉協議会が 
西区災害ボランティア 
センターを開設 
 

  

1/4（木） 9:15 第１回関係者会議 【検討事項】 
・災害ごみの減免 
・災害ボランティア 
・住宅被害支援、避難者住宅確保 
・道路復旧、泥処理 
・家屋被害認定調査 
・断水対応 
・学校園の運営 

15



 

1/5（金） 10:00 建物被害認定調査のため
チームにいがたに職員の
派遣を要請 

拠点：ふるまち庁舎災害対策室 
第１クール 1/7 ～1/11 
第２クール 1/11～1/15 
第３クール 1/15～1/19 
第４クール 1/19～1/23 
第５クール 1/23～1/27 
第６クール 1/27～1/31 

 
市⾧災害現地視察 秋葉区滝谷町（油水） 

江南区天野、西区善久（液状化） 

1/7（日） 
 

市⾧災害現地視察 西区中野小屋（建物被害） 

10:00 チームにいがた 
応援派遣集合式 

チームにいがたによる支援開始 

1/9（火） 9:30 第６回災害対策本部会議 【被害状況等】 
・人的被害：重傷者 1 名、軽症者 20 名 
・建物被害： 

①応急危険度判定申請数：1,724 件 
②罹災証明申請数：3,930 件 

・断水  ：ほぼ解消 
・学校被害：89 校（うち 1 校休校） 
・避難者数：19 名 
・土嚢袋配布状況：281,473 枚 

18:03 佐渡沖で M6.0 の地震発生
（最大震度 5 弱） 
新潟市内 5 区(中央区、秋
葉区、南区、西区、西蒲
区)で震度 4 を観測 
→1 号配備体制 

 

21:25 １号配備一部解除 
（秋葉区、西区、西蒲区） 

 

22:45 １号配備一部解除 
（中央区） 

 

1/10（水） 6:28 １号配備解除 
 

11:00 石川県へ災害応援のため
水道局職員の派遣開始 

応急復旧活動 
・1/10～3/29：石川県七尾市 
・3/24～5/29：石川県珠洲市 

1/11（木） 8:30 県選出国会議員への状況
報告 

  

10:00 応援派遣集合式 拠点：旧新潟市環境事業公社 

1/12（金） 14:45 市議会全員協議会報告 本市の被害状況について説明 

 
応急危険度判定終了 
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1/15（月） 10:00 応援派遣集合式 拠点：旧新潟市環境事業公社 
 山形県内自治体職員の応援派遣開始 

16:40 第２回関係者会議 【検討事項】 
・家屋認定被害調査に係る職員の応援体制 

について 

1/18（木） 
 

市⾧災害現地視察 西区みどりと森の運動公園 
（災害ボランティアセンター） 

1/19（金） 10:00 応援派遣集合式 拠点：新潟県立教育センター 
 秋田県内自治体職員の応援派遣開始 

14:20 
 

内閣府防災担当大臣・国
土交通副大臣視察 

西区坂井輪中学校周辺 

1/24（水） 9:00 被災相談窓口開設 罹災証明書交付開始 
 会場：中央区役所、曽野木地区公民館 
    西区役所、 黒埼地区総合体育館 

1/25（木） 
 

チームにいがたによる、 
建物被害認定調査のため
職員の追加応援要請 

 第７クール 1/31～2/4 

16:30 第３回関係者会議 【検討事項】 
・り災証明書交付等に係る体制について 
・被災相談窓口の開設状況について 

1/26（金） 13:30 新潟市選出県議会議員へ
の被害状況報告会 

 

1/30（火） 
 

市⾧災害現地視察 西総合スポーツセンター（被災相談窓口） 

2/4（日） 16:00 チームにいがたによる支 
援活動終了に伴う解散式 

会場：新潟県立教育センター 

2/7（水） 
 

近隣市町村相互援助協定 
に基づく職員派遣開始 

 第１クール 2/7～2/11 
 第２クール 2/11～2/15 
 第３クール 2/15～2/19 
 第４クール 2/19～2/23 
 第５クール 2/23～2/27 
 第６クール 2/27～3/2 

2/9（金） 10:30 第７回災害対策本部会議 【被害状況等】 
・人的被害：重傷者 1 名、軽症者 20 名 
・建物被害：全壊 86 棟、半壊 2,085 棟、 

一部損壊 8,851 棟 
・応急危険度判定数：1,744 件（終了） 
・道路被害路線数：国県道 5 か所 

市道 316 か所 
・断水  ：ほぼ解消 
・学校被害：123 校 
・避難者数：17 名 
・土嚢袋配布状況：335,414 枚 
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2/21（水） 9:30 北陸地方整備局⾧ 
現地視察 

 

13:00 市議会全員協議会報告 能登半島地震における本市の対応について
説明 

3/1（金） 13:00 第４回関係者会議 【検討事項】 
・道路、下水道の今後の復旧と市民への 

広報について 

3/13（水） 15:00 財務省主計官現地視察 
 

3/19（火） 15:15 第５回関係者会議 【検討事項】 
・住宅支援等について 
・液状化等に関する市民説明会（相談会） 
 の開催について 
・国による本市の宅地液状化対策の状況 

確認・制度検討 

3/25（月） 9:40 衆議院災害対策特別委員会
現地視察 

 

3/27（水） 
 

チームにいがた派遣要請 住家被害認定調査（２次調査）業務 
 第１クール 4/4～4/8 
 第２クール 4/9～4/13 
 第３クール 4/14～4/18 
 第４クール 4/19～4/23 
 第５クール 4/24～4/28 
 第６クール 4/29～5/3 

3/31（日） 
 

災害ボランティアセンター
閉所 

活動人数：延べ 1,904 人 
活動件数：315 件 
主な内容：敷地内や側溝の土砂撤去、 

家財などの運び出し 
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第４章 検証結果 

 検証項目１ 災害対策本部                           

 ◆ 主な動きと対応状況                              

月日 主な動き 対応状況 

1/1 
 
 
 
1/2 
 
 
 
1/3 
 
1/4 
 
 
1/9 
 
1/11 
1/11 
1/12 
 
1/15 
1/19 
 
1/23 
 
1/25 
 
1/26 
 
2/9 
 
2/27 
 
3/1 
 
3/19 
 
3/22 
 
3/25 

地震発生 新潟市災害対策本部設置(3 号配備) 
第 1 回災害対策本部会議 開催 
第 2 回災害対策本部会議 開催 
 
第 3 回災害対策本部会議 開催 
第 4 回災害対策本部会議 開催 
 
 
第 5 回災害対策本部会議 開催 
 
第 1 回関係者会議 開催 
 
 
第 6 回災害対策本部会議 開催 
 
県選出国会議員への被害状況報告会 
市選出県会議員へ災害対策本部会議資料を共有 
全員協議会で地震対応、国要望項目説明 
 
第 2 回関係者会議 開催 
内閣府防災担当大臣・国土交通副大臣 
視察対応・要望 
省庁への要望活動 
 
第 3 回関係者会議 開催 
 
市選出県会議員への被害状況報告会 
 
第 7 回災害対策本部会議 開催 
 
省庁への要望活動 
 
第 4 回関係者会議 開催 
 
第 5 回関係者会議 開催 
 
復旧・復興推進本部立上げを発表（記者会見） 
 
衆議院災害対策特別委員会視察対応・要望 

・1 月 1 日（月）18:30 に災害対策本部 
会議を開催 
人命救助を最優先とし、被害情報を
収集するとともに、２次被害を防ぐ
ため、市民向けにはライフラインや
交通機関など、生活に直結する情報
の発信を行うよう本部⾧から指示 

 
・1 月 3 日までの間に計 5 回、災害対策

本部会議を開催 
各対策部が覚知した被害情報等を 
収集し、迅速な状況把握に努めた。 
 

・第５回災害対策本部会議において、
以降の災害対策本部会議は必要に応
じて適宜開催するとともに、随時、
市⾧、副市⾧、関係部区⾧からなる
関係者会議を開催し、状況の共有や
対応方針の確認を行うこととした。 

4/1 
 
4/15 
 
5/21 
 
5/31 

第 1 回復旧・復興推進本部会議 
 
第 6 回関係者会議 開催 
 
第 8 回災害対策本部会議 開催 
 
新潟市災害対策本部 廃止 
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（１）対策本部の運営                                

≪表の見方≫ 

◆課題・問題点 
 ○今回の地震に対する本市における災害対応についての課題・問題点 
  ＊主な意見を掲載しています。 
◆改善に向けた今後の取組 

○短 期：発災から 2 年以内に実施・見直しを行う取組 
○中⾧期：3 年～10 年の期間に実施・見直しを行う取組 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①災害対策センターの設営
の遅れ 

・問い合わせの電話の対応に
より、円滑な設営作業がで
きなかった。 

初動時の体制見直し 
・問い合わせの電話への対応

と設営作業の両立が可能と
なる体制の検討 

 

②本部事務局の役割が不明確 
・明確な災害対応方針の発信や

課題に対する組織横断的な調
整など、本部事務局の対応が
不十分だった。 

・⾧期化した際の本部事務局各
班の役割に不明確な部分があ
り、その都度協議して対応す
る必要が生じた。 

本部事務局の機能強化 
・本部事務局の機能の再整理及

び機能を果たすための体制強
化 

・対策本部事務局マニュアル
等の見直し 

 
 

 

③災害対策本部会議における被
害状況等の情報共有が不十分 

・災害対策本部会議において、
各対策部からの報告の際、画
像や動画などが活用されず、
被害状況が十分に共有されな
かった。 

画像や動画を活用しやすい 
会議システムの見直し 
・災害対策本部会議において、

画像や動画・データなどによ
り、必要な 情報を的確に共
有できる場となるよう会議シ
ステムを見直し 

 

④災害対策本部会議の開催
ルールが不明確 

・大規模災害時の会議開催間隔
が決まっていなかった。 

会議開催ルールの見直し 
・標準的な会議の開催間隔や

会議の公開について、本部
事務局マニュアルを見直し 

 

⑤全庁的な活動状況の共有
が不十分 

・部区内や他対策部の活動状況
の把握がしづらく、全庁的な
動向の把握が難しかった。 

・職員が担うべき業務を把握で
きていない。 

課⾧級会議の開催 
・災害応急対策に関して、よ

り綿密な調整を図る課⾧級
の会議を開催 

応急対策マニュアルの再検証 
及び周知・共有 
・応急対策マニュアルの再検証 
・各班の職員への応急対策マニ

ュアルの周知・共有 

関係課の連携強化 
・各対策班において各

課の改正後の応急対
策マニュアルを共有 
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（２）職員の参集                                 

 

 

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①配備体制の理解不足 
・配備体制が分からず参集し

た職員がいた。 
・区により震度が違うため、

職員の参集の判断基準がわ
かりにくい。 

・職員参集メールの内容がわ
かりにくい。 

 
 

配備体制の職員啓発 
・携帯型配備体制表（名刺

サイズ）の作成 
・入庁直後の研修での参集

メール登録の周知と即時
登録 

・職員参集メールの本文の
箇条書き化等、分かりや
すいメール配信の検討 

 

②津波警報発令中の参集 
判断に迷った 

・津波警報発令中で、危険
を伴っても参集すべきか
判断が難しく参集に時間
を要した。 

 
 
 

津波時の参集判断基準の
明確化 
・津波警報等の発令時にお

ける市全体の参集につい
て、必要性と安全性を踏
まえたルールの明確化及
び周知 

 

 
 

③閉庁日の参集による初動
の遅れ 

・職員が順次参集する中で、
電話への対応が優先され、
各自が行うべき業務に支障
が出た。 

 
 
 
 
 
 

閉庁日も速やかに参集で
きる体制づくり 
・参集職員の見直し 
 
 
 
 
 
 

閉庁日も速やかに参集で
きる体制づくり 
・参集職員が参集できな

い場合を想定した体制
づくり 

・応急対策マニュアルや
ＢＣＰの見直し 

・参集場所の複数化検討 
（部課を超えた配備編成

の見直し、業務項目の
検討） 

 
④安否確認の遅れ 
・連絡が取れない職員の安

否確認が遅くなった。 
 
 

職員参集システムの周知 
・職員参集システムの周知

徹底 
・参集職員や参集メールの

仕組みについて、毎年度
初めに周知 

 
 

職員参集システムの見直し 
 

21



 

（３）職員体制                                

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①被害状況の把握、避難所運
営が計画通りできなかった 

・市民からの問い合わせ等に
追われ、本来の役割を果た
せなかった。 

 
 
 

各種要綱等の見直し 
・各種要綱等における配備

体制の見直し 
・勤務時間外の発災を前提

とした役割分担 

被害情報発信手段の検討 
・市民からの問い合わせを

減らすため、被害状況等
を市民に発信する仕組み
の構築 

 
 

②職員体制の効率化 
・初動対応は現地確認や業者

の手配などの業務が多く、
特に昼の職員が不足した。
一方で、発災日以外の夜間
は、業務量に対して人員に
余裕があった。 

 
 
 
 

各種要綱等の見直し 
・各種要綱等における配備

体制の見直し 
・⾧期間勤務を想定した 

配備体制の見直し 
 

 

③特定の対策部に負担が集中 
 
・特定の対策部に業務が大量

かつ⾧期間に渡って生じ、
担当職員だけでは対応しき
れなかった。 

 

負担を平準化できる計画等
の見直し 
・地域防災計画及び災害対

策本部規程の見直し 
・他市町村被災地への積極

的な職員派遣等による職
員育成 

・⾧期間勤務を想定した 
協力体制の見直し 

 
 

 

④ＢＣＰの判断基準が不明確 
・緊急性の高くない通常業務の

継続と停止、縮小の判断が非
常に難しく、一部の職員の負
担が大きくなった。特に、窓
口業務の継続により災害対応
の人員が限られた。 

・災害対応を優先し，通常業務
が縮小していることについて
の苦情を受けた。 

 
 
 

ＢＣＰの再検証 
・全庁的な実行性のあるＢ

ＣＰの再検証 
・各対策部のＢＣＰの再検証 
 

ＢＣＰの周知 
・災害対応を優先すること 

についての市民周知 
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 検証項目２ 情報の受発信                           

 ◆ 主な動きと対応状況                              

月日 主な動き 対応状況 

1/1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1/3 
 
1/4 
 
 
1/5 
 
 
1/5 
 
 
1/12 
 
 
1/12 
 
 
 
 
1/13 
 
 
1/16 
 
 
 
1/21 
 
 
1/29 
 
 
2/19 
 
 
3/14 

緊急地震速報発表 
津波警報発表 避難指示発令 
震度情報発表（震度 5 強） 
 
 
 
新潟市ホームページに地震関連情報まとめ
サイト開設 
新潟市 LINE 公式アカウントで地震まとめ
サイト開設を通知 
 
西区一部地域に避難指示発令（土砂災害） 
 
Yahoo!JAPAN 等による地震関連の情報
発信を開始 
 
ラジオ番組を通じた地震関連の情報発信を
開始 
 
「被災者支援制度 利用の手引き」を発行 
 
 
市⾧記者会見を開催 
2/2、2/15、3/22 にも開催 (計 4 回) 
 
「新潟市災害対策本部からの大切な 
お知らせ（Vol.1）」チラシを発行 
1/24 Vol.2、2/8 Vol.3、3/5 Vol.4、 
3/19 Vol.5 を発行 (計 5 回) 
 
テレビ番組を通じた地震関連の情報発信を
開始 
 
記者ブリーフィング（説明会）を開催 
1/19、1/23、1/26、1/30、2/6、2/9、 
2/13、2/16、2/20 にも開催 (計 10 回) 
 
「市報にいがた」を発行 
2/4、2/18、3/3、3/17 にも発行 (計 5 回) 
「被災者支援制度 利用の手引き」 
WEB 版を公開 
 
 
「各対策部の動向共有シート」作成・共有 
 
 
新聞広告を掲載 
3/28 にも掲載 (計 2 回) 

防災行政無線、メール、市 HP、SNS 等で発信 
各対策部において情報収集開始 
（「災害対応概要」として共有・発信） 
新潟市国際交流協会と連携し、外国人被害状況
の把握や情報提供を開始 
 
詳細な情報を発信できる特性を生かし、順次、
掲載内容の充実を図る。 
プッシュ型で情報発信できる特性を生かし、 
順次、最新情報を発信 
 
市ホームページ等で発信（戸別訪問も実施） 
 
り災証明の交付や生活再建支援制度等について
発信し、以降、順次発信 
 
地震関連情報の市ホームページ掲載について 
発信し、以降、順次発信 
 
生活再建支援制度等を整理し発行。以降、順次
内容を更新し発行 
 
これまでの対応状況や今後の取組について説明 
 
 
相談窓口、り災証明の交付等について掲載した
チラシを発行。被害が大きかった地域を中心に
配布。以降、支援制度等を掲載し発行 
 
 
市ホームページへの案内等を発信し、以降、 
継続して発信 
 
被災相談窓口や生活再建支援制度の新設等に 
ついて説明。以降、最新情報を発信 
 
 
り災証明書の交付や各種支援制度について掲載 
 
 
被災状況や家族構成などにより、生活再建支援
制度の候補を検索可能に。 
 
各対策部の動向を共有し、全体の取り組み状況
を可視化。以降、順次更新 
 
り災証明書の交付や被災者相談窓口の案内等を 
掲載 
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（１）市民への情報発信                             

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①きめ細やかな情報発信が不足
していた 

・津波警報による避難指示の対象
地域が分からなかった。 

・観光客等にも分かるような避難
情報の発信がなかった。 

・地域ごとのリスク等の情報発信
がなかった。 

・津波や被害の情報が避難所に 
提供されなかった。 

 

きめ細やかな情報発信 
・被災者の立場に立った

情報発信の実施 
・観光客や訪日外国人な

どの来訪者に配慮した
情報発信 

・報道機関との協議・
連携 

情報発信の仕組みの検討 
・ＧＩＳの活用と災害時

情報システムと連動し
た情報発信の仕組みの
検討 

 

②受け手に合わせた情報発信手段
が不足していた 

・テレビ、ラジオを有効に活用で
きていなかった。 

・防災行政無線の内容が聞き取り
づらかった。また、数が不足し
ていた。 

・スマートフォンを持っていない
市民等への情報伝達手段が少な
かった。 

・市ＨＰが一時的に、アクセスし
にくい状況になった。 

現在の情報発信手段の
見直し 
・テレビやラジオの効果

的な活用方法について
の検討 

 
平時からの情報入手手段
の啓発 
・平時から災害時等の

緊急情報入手方法の
周知、啓発 

・市ＨＰのアクセス改善
に向け検討 

他の情報発信手段の検討 
 
・デジタル媒体に限らず

情報を受信できる手段
の検討 

・防災行政無線の運用方針
の検討 

 

③避難情報の一部不配信 
・津波警報による避難指示を報道

機関に情報提供するＬアラート
の配信を行わなかった。 

確実かつ迅速な配信の
実施 
・手動配信が必要なこと

について本部事務局内
での周知を徹底 

確実かつ迅速な配信の 
実施 
・津波警報の発表による

自動配信が可能となる
よう関係機関と協議 

④統一的な情報発信の実施 
・被災者の支援制度が新設され

た際の周知方法やタイミング
について制度ごとにばらつき
が生じた。 

統一的でリアルタイムな
情報発信体制の検討 
・効果的かつ効率的に、

情報発信ができるよう
各支援策の Web サイト
の掲載フォーマットを
整備 

・災害時の支援制度構築
時に、全庁に情報共有
する仕組みを検討 

 

統一的でリアルタイムな
情報発信体制の検討 
・災害時の支援制度構築

時の周知に加え、その
先の手続きについても
オンラインでの実施が
可能か検討 
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（２）被害情報の収集                              

 

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①速やかな情報収集体制が不足 
・職員が現場で被害を確認したう

えで、災害時情報システム* に
入力していたため、収集・入力
できる件数に限界があった。 
（＊職員専用のシステム） 

・発災初動時は参集人員が限ら
れるため、災害情報の分析や
対応状況の早期把握が困難で
あった。 

・市民が避難所の開設状況を 
知る手段がなかった。 

・市民が避難中に必要であった情
報として「震度、気象情報」が
62.2％、「被害情報」が 49.9％
であったことから、効果的な情
報発信が必要であった。 

 
 
 

情報収集体制の強化 
・SNS やスマホアプリ等

を活用し、職員や市民
から被害状況を直接、
収集する仕組みの検討 

・対応する配備人員の見
直し 

・迅速かつ的確な災害情
報収集のための DX 化
推進 

・ドローンの活用体制の
検討 

 
避難所の情報共有体制の 
強化 
・避難所担当職員や避難

所指名職員に市からの
情報を伝達してもらう
流れを構築 

・避難所等への通信機器
の配備を検討 

避難所開設情報の発信 
・避難所の開設状況につ

いて情報発信をできる
システムの導入を検討 

②所管施設に対する閉庁日の 
情報収集体制が不足 

・所管施設の被害情報を収集す
る際に、休日や夜間で施設を
管理する指定管理者に連絡が
取れない場合があり、情報を
得られなかった。 

 
 

閉庁日の連絡体制の確認 
・管理施設における指定

管理者との緊急連絡網
と運用の再確認 

 
 

専門家による点検体制の
構築 
・発災後、早期に専門家

による施設点検を実施
できる体制の構築 

 

③統一した情報収集体制の構築 
・聴き取りの様式が定まっておら

ず、統一した内容で被害状況等
の聴取ができなかった。 

必要となる被害情報の
精査 
・統一した聴き取り様式

を設けるなど、マニュ
アルを整備し、関係部
署で共有 
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（３）収集情報の共有                              

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①庁内の情報共有が不足 
・本部事務局から各対策部・区

本部が得られる情報が限られ
ていた。 

 

情報共有体制の見直し 
・報道発表前の庁内周知の

徹底 
・被害状況や災害対応状況

の共有方法の見直し 
 

情報共有手段の検討 
・本部事務局と各対策

部、区本部が効率的に
情報共有できるシステ
ムの構築に向けた検討 

 

②対策部内での情報共有が
困難 

・様々な要望が、各所属に直接
入り、部内共有に苦慮した。 

 
 
 
 
 

対策部を単位とする情報 
共有体制の強化 
・情報連絡員を起点とした

情報伝達系統の確立 
 
 
 

情報共有手段の検討 
・本部事務局と各対策部、

区本部が効率的に情報共
有できるシステムの構築
に向けた検討 

 

③回線途絶時の連絡手段が 
不足 

・地上での通信が途絶えた場
合、本部事務局や各対策部と
の連絡手段がなくなることが
想定される。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

衛星通信機器の導入検討 
・インターネットに接続

できる衛星通信機器の
導入検討 

 

④システムの操作性の向上 
・災害時情報システムが使用し

にくい。 

システムの周知と訓練 
・災害時情報システムの使用

方法の周知と訓練実施 
 
 
 
 

システムの見直し 
・災害時情報システムの

見直しを検討 
 

⑤わかりやすい庁内情報の
発信 

・災害対応掲示板*が分かり
にくい。 
（＊職員専用のシステム） 

 
 
 

掲示板の周知と訓練 
・災害対応掲示板の使用方法

の周知と訓練実施 

掲示板の見直し 
・災害対応掲示板の見直し

を検討 
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（４）報道機関への対応                              

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①記者ブリーフィングが都度
開催となった 

・記者ブリーフィングが、必要
な都度の開催となり、計画的
に開催できなかった。 

記者ブリーフィングの 
マニュアル化 
・開催の手法や回数等を

マニュアルに記載 
 
タイムリーな情報提供の
検討 
・タイムリーな情報提供

について、報道機関と
の協議を踏まえて検討 

 

記者ブリーフィングの
マニュアル化 

・本部事務局の役割を 
再編 

 

②プレスルームの利用頻度が
低い 

・プレスルームを開設したが、
利用頻度が少なかった。 

 

プレスルームの設置基準等
の再検討 
・災害時のプレスルーム

設置や廃止について、
災害の種類や規模等に
より柔軟に対応できる
よう見直しを検討 
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 検証項目３ 避難行動                             

 ◆ 主な動きと対応状況                              

 

（１）市民の避難行動                               

月日 主な動き 対応状況 

1/1 
 
 
 
1/2 
 
 
 
1/3 

地震発生 新潟市災害対策本部設置 
津波警報発表、避難指示（津波） 
 
 
警報解除、津波注意報発表  
 
津波注意報 解除 
 
避難指示（土砂災害 西区 19 軒） 

1/1 の午後 8 時 30 分時点で 288 か所を開設 
避難者された方は約 1 万 4 千人を超えた。 
3/31 に避難所閉鎖 
 
 
 
 
 
余震や降雨により、土砂災害が発生する恐れが
あるため、西区の一部の地域に避難指示を発令 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①平時における避難行動の啓発不足 
・原則は徒歩避難であるが、48.4%が

「自家用車」で避難しており、交通
渋滞が発生。避難所の駐車場も満車
となった。 

・津波の危険性が低い地域であって
も、急いで車で避難するなどの行動
が見られた。 

・バイパス、高速道路上や大型ショッ
ピングモールなどの避難場所以外に
避難した人がいた。 

・自宅や勤務先の津波浸水想定につい
て「知らなかった」人が 52.0％お
り、ハザードマップの周知が不十分
であった。 

・一時避難場所と避難所の違いがわか
りにくい。 

 

ハザードマップ、避難所開設
基準、避難行動の周知と防災
意識の啓発 

 
 

②避難所運営に関しての周知不足 
・津波浸水想定区域外の避難所で

玄関の鍵を壊して侵入した事例
があった。また、開錠後に避難
者が他の人を押しのけるように
階段を駆け上がり入場するなど
混乱が生じた避難所もあった。 
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課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

③避難所外の避難の課題 
・医療機関など津波避難ビルに指定

していない施設へ多くの市民が避
難していた。災害対応を行う拠点
施設として使用に支障が出ること
が懸念された。 

 

指定避難場所等の周知 
・避難所、避難場所、 

津波避難ビルの周知 

避難所開設情報の発信 
・避難所の開設状況

を情報発信できる
システムの導入を
検討 

④自助に対する理解の促進 
・何も持たずに避難してくる市民が

多かった。 
・「避難所で何もしてくれなかった」

「必要とする備蓄がなかった」など
の意見があり、自助の認識が低いこ
とから、防災意識の啓発を図る必要
がある。 

 

防災意識の啓発 
・避難する場合には、食

料や水などの非常持ち
出し品を持参すること
を周知 

 

⑤ハザードマップがわかりにくい 
・浸水想定の具体的な高さ等を認識し

づらいため、適切な避難行動につな
がらなかった。 

ハザードマップの見直し 
・わかりやすいハザード

マップの作成検討 
 

 

⑥防災関連事業の参加率が低い 
・自治会・町内会や新潟市等が実施

する防災関係事業に 61％が「参加
したことがない」ことから有事の
備えなど確認する機会が少ない。 

訓練の参加促進 
・地域の防災訓練への参

加について、啓発する
とともに訓練を実施し
ていない自主防災組織
を対象に、訓練の実施
促進 
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 検証項目４ 避難所等運営                            

 ◆ 主な動きと対応状況                              

月日 主な動き 対応状況 

1/1 
 
 
 
  
1/2 
 
 
 
 
1/3  
 
 
 
 
 
1/4 
 
 
 
 
1/7 
 
 
1/15 
 
 
1/31 
 
 
 
2/1 
 
3/3  
 
3/31 

地震発生 新潟市災害対策本部設置 
（3 号配備） 
 
津波警報発表、避難指示（津波） 
 
警報解除、津波注意報発表  
 
津波注意報 解除 
 
＜以降、西区の対応＞ 
保健師による避難所巡回開始 
 
 
 
 
 
⾧期化を見込む避難所２施設の運営を開始 
・坂井輪コミュニティセンター 
 ※新潟市防災士の会の支援あり 
・黒埼市民会館 
 
黒埼市民会館にペット同行避難用スペース 
設置 
 
黒埼市民会館のペット避難スペースを同行 
避難用から同伴避難用スペースに改変 
 
坂井輪コミュニティセンター閉鎖 
 
 
 
老人福祉センター黒埼荘開設 
 
黒埼市民会館閉鎖 
 
老人福祉センター黒埼荘閉鎖 

1/1 の 20:30 時点で 288 か所を開設。避難さ
れた方は約 1 万 4 千人を超えた。 
 
避難所生活の⾧期化を見込んだ運営開始 
（人員・食事の手配等） 
 
 
 
 
＜以降、西区の対応＞ 
避難所の衛生状態や避難者の健康状態の 
確認のため、避難所へ保健師が訪問 
 
1/3 の午後 3 時時点で 8 か所を開設 
避難された方は 75 人 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1/22～26 1 家族が利用（猫） 
 
 
避難生活の継続が必要な 5 世帯 6 名に老人 
福祉センター黒埼荘避難所への移動を依頼 
 
 
 
 
黒埼市民会館のすべての避難者が退所 
 
老人福祉センター黒埼荘のすべての避難者
が退所 
 
市内全ての避難所が閉鎖 
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（１）避難所等の開設、運営ルール                            

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①避難所開設時の混乱 
・開錠が遅れ、ガラスを割って入場した。 
・少ない人数で多くの避難者の出入りを 

把握するのは難しい。 
・備蓄物資の保管場所が分からなかった。 
・上階への避難誘導が行われなかった。 
・避難者カードを作成できなかった。 
・避難者カードの取り扱い、管理方法が 

不明確である。 
・避難所運営マニュアルが分かりにくい。 
・避難所運営について話し合われていない

地域がある。 
・平時の防災訓練が不足しており、災害時

に対応ができていない。 
・外国人との意思疎通が困難だった。 
・避難所の鍵を持っている方の負担が大き

い。また、速やかに開錠されない避難所
があった。 

・避難所までの距離が遠く、すぐに職員が
参集できなかった。 

 

平時における避難所運営
の意識啓発 
・避難所の開設基準や非常

持ち出し品の準備など市
民への防災意識の啓発 

・避難所運営委員会の立ち
上げ促進 

 
マニュアルの見直し 
・避難所運営マニュアル

の見直しと避難所運営
ボックスへの保管の徹
底 

 
防災訓練の実施 
・平時における防災訓練の

実施促進 
・多様な視点での防災訓練

の実施促進 
・地域住民、施設管理者、

避難所指名（担当）職員
の顔の見える関係構築 

 
鍵ボックスを設置 
・各避難所に鍵ボックスを

設置し、迅速に鍵を開錠
できる体制構築 

 

②避難所開設基準が複雑 
・津波浸水想定区域内の避難所を兼ねて

いる津波避難ビルについて、津波警報
が発表されている状況で参集するかど
うか迷った職員がいた。 
 

開設基準の周知徹底 
・避難所指名（担当）職員

に対する周知徹底 
マニュアルの見直し 
・避難所運営マニュアルの

見直し 
 

 
 

③避難者数の集計・報告方法の認識不足 
・避難所の開設状況や避難者数等の集計

に時間を要した。 
 

 

報告方法の周知徹底 
・避難所指名（担当）職員

に対する報告方法の周知
徹底 

・避難所指名（担当）職員
のスマートフォンなどに
よる状況報告の徹底 

 

 

④避難者の集計方法の未整備 
・津波避難ビルとの連絡が円滑でなく、

避難者数が集計できなかった。 

 津波避難ビルから
の情報収集手段の
検討 
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（２）避難者への物資・食料の提供                             

 

 

 

 

 

 

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①備蓄物資の配置体制の課題 
・食料備蓄がない避難所がある。 
・備蓄物資の数量や備蓄スペースが

不足している。 
・避難所にある備蓄物資の周知と各

家庭での備蓄について啓発が不足
していた。 

・女性用品や乳児用品の備蓄が足り
ない避難所がある。 

 
 

個人の備えに対する啓発 
・日頃から家庭での食料品

等の備蓄に取り組むよう
周知啓発 

 
分散備蓄の推進 
 
女性視点の防災対策推進 
 

備蓄スペースの検討 
・公共施設再編を検

討する際に、備蓄
スペースの確保を
検討 

 

②備蓄物資の配布時期 
・備蓄品の使用について、現場での

判断に戸惑った。 
・備蓄品の配布のタイミングがわか

らなかった。 
・避難所ではない施設から備蓄品の

提供要請があり、配付してよいか
わからなかった。 

 
 

配布方法・時期の検討 
・配布方法や避難の⾧期化

を見据えた基本的な方針
の検討 

 

 

③使用後の備蓄物資の迅速な処理 
・使用済み毛布の処理に時間がか

かった。 
 
 

使用済みの物資の処理方
針の事前検討 
 
 
 

 

④物資調達システムの運用 
・物資調達システムの操作に時間を

要した。 
 
 

操作研修の実施  
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（３）要配慮者への対応                              

 

 

 

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①要配慮者の避難体制の構築不足 
・要配慮者の避難に係る支援につ

いての問い合わせがあったが、
具体的な支援につなげるような
調整が困難だった。 

・避難者が一時的に多く避難した
ため、多様な視点に配慮した対
応ができなかった。 

・避難状況について「避難した」
と答えた割合は 23.6%で、うち
70 歳以上は 18.5％で最も低く、
避難を躊躇う傾向がみられた。 

・車椅子を使用している方や足の
不自由な方は、避難所の上層階
へ行くことが困難であった。 

・プラカードなど、多様性に配慮
した周知方法を取り入れるべき
であった。 

 

避難行動要支援者名簿への
登録、個別避難計画の作成 
・有事に備えた地域での

助け合いを促進 
 
マニュアルの見直し 
・応急対策マニュアルの

見直し 
 
多様性に配慮した避難所
運営 
・避難所運営マニュアル

の見直し 
 
 

 

②要配慮者への情報伝達手段不足 
・障がいの特性に応じた情報伝達

手段などの運用が明確でなかっ
た。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

情報伝達手段の検討 
・緊急時も含めたＩＣＴ

技術（遠隔手話サービ
ス等）の導入検討 

 
意思疎通支援者等の養成 
・手話通訳者やガイド

ヘルパーの育成 

③福祉避難所の開設判断が困難 
・福祉避難所を開設するニーズ

を把握できなかった。 
・指定避難所での要配慮者スペ

ースが確保できなかった。 
 
 

避難者カードの記載と聞き
取りの徹底 
・避難所受付時の聞き取り

を確実に行い、ニーズを
把握 

 福祉避難所での避難者の
受け入れ体制の見直し 
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（４）避難所でのペット対応                              

 
 
 

（５）避難所外避難者の対応                              

 

 

 

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①ペット避難の際の避難所での
ルールが不明確 

・ペットスペースを設けていない
避難所があった。 

・ペットが屋内に入れないため、
避難所には入らなかった避難者
がいた。 

・ペット連れの避難者が複数いた
が、リードのみの人とケージに
入れている人がいた。 

ペット避難のルールの明
確化・周知 
・ペットスペースの決定

を促進 
・同行避難と同伴避難の

違いを周知 
・ペットスペースの有無

と屋外・屋内の別を周
知 

 
 

ルールの検討と飼い主へ
の訓練等の周知 
・同伴避難の可否につい

て検討 
・ペット避難について、

有事の際の対応や日頃
からケージに慣れさせ
るなどの訓練等の周知 

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①避難所外避難者の把握が困難 
 
 
 

 
 

避難所外避難者の把握
方法の検討 
 

②避難所外避難場所の利用方法
の周知不足 

・避難所でない津波避難ビルの
避難者から、施設管理者に毛
布の要望があった。 

利用方法の周知 
・一時的に避難する場所

であることを周知 
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 検証項目５ 被害状況の調査                           

 ◆ 主な動きと対応状況                              

 

月日 主な動き 対応状況 

1/1 
 
 
 
 
 
 
 
1/5 
 
 
 
 
1/6 
 
 
1/7 
 
 
 
 
1/10 
 
 
 
 
 
 
 
1/11 
 
 
 
1/19 
 
2/5 
 
2/20 
 
 
3/6 
 
 
3/17 

道路施設災害時応援協力業者パトロール実
施直営パトロール実施 
 
 
下水道緊急点検（巡視調査）重要路線等 
 
 
 
下水道１次調査(マンホール蓋開閉目視調査）
（1/5～1/11） 
 
 
 
建物被害認定調査拠点をふるまち庁舎に 
設置し、調査開始 
 
チームにいがた合流、ローラー調査開始 
 
 
 
 
道路施設緊急点検（橋梁、トンネル）実施 
橋梁緊急点検 実施 
法面緊急点検 実施 
路面下空洞調査 実施 
 
下水道 2 次調査（管渠内カメラ詳細調査） 
（1/10～2/6、2/26～3/2） 
 
建物被害認定調査拠点を移設 
（旧新潟市環境事業公社へ） 
 
 
建物被害認定調査拠点を移設 
（新潟県立教育センターへ） 
建物被害認定調査拠点を移設 
（市役所本館講堂へ） 
建物被害認定調査拠点を移設 
（西総合スポーツセンターへ） 
 
建物被害認定調査の２次調査を開始 
 
 
建物被害認定調査拠点を移設 
（江南区役所大ホール） 

地震発生直後より災害時応援協定の協力業者に
よる主要幹線道路パトロールを実施 
職員参集後、直営パトロールを実施 
 
下水道において、直ちにあらかじめ指定された
特に重要な路線の緊急巡視点検（目視調査）を
業者が実施 
 
緊急点検及び新潟市災害時情報システム等によ
り被害が確認できた箇所と液状化の被害が大き
かった地域を中心にマンホール内の目視調査を
実施 
 
13 班体制で調査開始 
 
 
チームにいがたが合流し調査班を 20 班体制へ
拡充。被害が集中する西区内の県道 17 号線
（寺尾線）沿線、黒埼地区、江南区天野地区の
一部においてローラー調査を開始 
 
 
 
 
 
 
1 次調査で被害が確認された約 33 ㎞についてテ
レビカメラによる詳細調査を実施 
 
最大 41 班体制へ拡充し、調査エリアを全市に
拡大。ローラー調査と申請調査を並行で実施 
 
 
最大 70 班体制へ拡充 
 
最大 43 班体制へ見直し 
 
最大 32 班体制へ見直し、非木造調査チームを
立ち上げた。 
 
非木造１次調査が進捗したことから、２次調査
を開始。最大７班体制 
 
最大 13 班体制へ見直し 
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（１）被害状況の調査・報告                             

（２）住家被害認定調査                              

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①情報収集不足 
・被害状況を把握するために不

可欠な資料（写真）を作成す
ることができなかった。 

 
 

情報収集体制の強化 
・ＳＮＳやスマホアプリ等

を活用し、職員や市民か
ら被害状況を直接収集す
る仕組みの検討 

 

 

②情報共有の不足 
・各区で調査し、報告した内容

の庁内共有が不十分であり、
併せて区役所間での共有も出
来ていなかった。 

各対策部での応急対策 
マニュアルの再検証 
 
 
 
 

 

③システム入力に関する周
知不足 

・災害時情報システムに入力す
べき事案かどうか迷うことが
あった。 

職員研修の充実 
・災害時情報システム研修

の受講職員の拡大 
 

 
 

国システムとの連携 
・総務省消防庁が管理する

システムにも被害情報を
入 力 す る 必 要 が あ る た
め、災害時情報システム
との連携を検討 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①住家被害認定調査に関する
準備不足 

・大規模災害に対応した調査方
法・計画の決定及び実施に係
る調整に時間を要した。 

・調査開始以降、３月末までに
調査拠点の移動が複数回あっ
た。 

・調査準備業務が増え、職員の
⾧時間勤務の要因となった。 

・物資の調達が定まっておら
ず、調達に時間を要した。 

 
 

大規模災害時における調査手法
の再整理 
・班体制、指揮命令、調査準備

業務に関する人員体制などの
応急対策マニュアルの改訂 

・調査拠点適地の候補選定と災
害時の専用利用に関する合意
等の事前調整 

・大規模災害時における対応専
門組織設置の検討 
（平時業務との切り分け） 

・大規模調査に必要な車両確保
に係る事前調整 

 

継続した訓練の実施 
 
被害想定に応じた対策
の検討 
 

②経験者の不足 
・調査経験（災害経験）のある

職員が少なく、調査実施及び
被害判定に時間がかかった。 

職員研修の充実 
・平時における一次調査の研修

の実施 
（資産税課、税新任研修等） 
・県主催の研修受講 
 
災害時の積極的な職員派遣 
・災害時の他都市の被災地支援

への積極的な職員派遣 
（特に未経験者） 

 

人材マネジメント機能
の強化 

・現場での迅速な意思決
定と的確な情報共有を
行える職員の育成 
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 検証項目６ 受援体制                             

 ◆ 主な動きと対応状況                              

月日 主な動き 対応状況 

 
1/2 
 
 
1/4 
 
 
1/5 
 
1/6 
 
1/9 
 
 
1/20 
 
2/1 
 
 
 
1/2 
 
1/3 
 
1/5 
 
 
1/10 
 
 
 
 
 
1/13 
 
 
1/26 
 
1/29 
 
 
3/27 
 

【庁内の応援体制】 
応急危険度判定に係る庁内応援要請 
水道局 OB 職員への協力要請 
 
罹災証明・被災届出証明受付窓口応援 
 
 
避難所運営に係る応援体制 
 
被害状況調査開始 
 
災害対策チーム ＜西区方面隊＞ 発足 
（土木部主体のチーム） 
 
被害状況調査に係る応援体制拡充 
 
私道災害対策チーム発足 
 
 
【県との連携】 
県から市災害対策本部へ DMAT 派遣 
 
県に対し応急危険度判定に係る応援要請 
 
チームにいがたの応援要請 
（住家被害認定調査） 
 
チームにいがたの追加応援要請 
（住家被害認定調査） 
 
応急対策派遣制度による職員の応援要請 
（住家被害認定調査） 
 
応急対策派遣制度による職員の応援要請 
（住家被害認定調査） 
 
文化財ドクター調整 
 
チームにいがたの追加応援要請 
（住家被害認定調査） 
 
チームにいがたの追加応援要請 
（住家被害認定調査） 

 
建築部内から全庁体制へ段階的に拡充 
 
 
西区における罹災証明・被災届出証明 
受付窓口支援 
 
西区避難所に対する応援職員派遣 
 
30 名体制 
 
西区における道路被害状況把握及び 
災害査定に係る作業支援 
 
60 名体制へ拡充 
 
被害の大きい西区における私道災害 
復旧支援 
 
 
リエゾン及び県本部による情報共有 
給水状況、患者移送の必要性検討 
 
 
1/7～1/31  各日 22 人 
 
 
1/15～1/31 各日 22 人 
 
 
1/15～1/31 各日 20 人（山形県） 
 
 
1/19～1/31 各日 20 人（秋田県） 
 
 
旧笹川家住宅等の現地調査 
 
1/31～2/4  各日 50 人 
 
 
4/4～5/3  各日 2 人 
 

4/22 チームにいがたの追加応援要請 
（住家被害認定調査） 

5/7～5/31  各日 2 人 

37



 

月日 主な動き 対応状況 

 
1/1 
 
 
 
1/2 
 
 
2/1 
 
 
 
 
 
1/1 
 
 
 
 
1/2 
 
 
 
1/4 
 
 
 
 
 
 
1/5 
 
 
 
 
 
 
 
 
1/15 
 
 
 
 
1/23 
 
 
1/26 
 

【他都市からの受援体制】 
県内事業体へ応援要請 
（水道応急復旧、応急給水） 
 
 
県外事業体へ応援要請 
（水道応急復旧、応急給水） 
 
災害時相互援助協定締結市町村⾧へ職員派遣
要請（罹災証明書交付業務） 
 
 
 
【民間団体との災害時応援協定】 
水道局コールセンター受託者 
新潟市管工事業協同組合 
（公財）新潟水道サービス 
 
 
敦井産業 
 
（株）第一環境 
 
新潟県弁護士会 協力要請 
 
一般社団法人新潟市下水道管路管理業協会 
一般社団法人新潟県下水道維持改築協会 
公益社団法人日本下水道管路管理業協会 
中部支部新潟県部会 
 
新潟県土地家屋調査士会 協力要請 
 
新潟県測量設計業協会 
新潟市造園建設業協会 
新潟県地質調査業協会 
建設コンサルタンツ協会北陸支部 
新潟市橋梁補修技術協会 
全国特定法面保護協会北陸地方支部 
 
公益社団法人全国上下水道コンサルタント協
会中部支部 
 
新潟県建築士会 
 
新潟県行政書士会 協力要請 
 
 
新潟県地質調査業協会 
 

 
1/2~1/3 新発田市、加茂市、魚沼市 
1/2~1/6 五泉市、村上市、阿賀野市 
     三条市、燕弥彦総合事務組合 
 
仙台市、さいたま市 
 
 
2/7～3/2 各日 10～13 人（10 市町村） 
 
 
 
 
 
オペレーター増員 
水道管応急復旧、応急給水 
漏水調査 
 
 
水道管路の復旧用材料調達 
 
応急給水、電話受付 
 
被災相談・申請窓口、士業総合相談会 
 
 
マンホール調査、災害査定資料の作成等 
 
 
 
士業総合相談会 
 
 
 
被災状況調査、路面下空洞調査、 
道路施設緊急点検、橋梁緊急点検、 
法面緊急点検 
 
 
災害査定用調書等の作成 
 
 
1/15～3/29 被災住宅相談窓口 
 
被災相談・申請窓口、士業総合相談会 
 
 
液状化調査 
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（１）庁内の応援体制                               

 

 

（２）国・県・他都市からの受援体制                          

 

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①応援体制の不足 
・災害初期における各対策部の

業務量を把握し、迅速かつ効
率的な庁内応援体制を確立す
ることができなかった。 

・庁内の応援により人員を増員
したが、短期間での交代や未
経験の職員が多かった。 

 

応援体制の見直し 
・応急対策マニュアルの 

見直し 
・職員の災害対応経験を踏

まえた応援体制の確立 
 
訓練の実施 
・全庁が実施する訓練と

は別に、技術職などの
専門的な訓練の実施 

応援体制の見直し 
・災害対応職員の育成 

（各種研修受講） 
・業務委託や人材派遣な

どの庁外人材の活用 
・各種災害対応業務につ

いて、事前に実践的な
シミュレーションによ
る災害の規模等に応じ
た必要な人員体制等の
明確化 

 
 
 
 
 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①応受援体制が脆弱 
・災害初期における被害の実態

把握ができず、応援要請の判
断に時間を要した。 

・所管する部署での応援要請
後、受援担当部署で受援体制
を整備することができず、応
援職員の作業開始まで時間を
要した。 

 
 
 
 
 

マニュアルの見直し 
・受援計画の見直し 
・各対策部、各区本部の応援

要請の判断基準の検討 
・各対策部における受援計画

の策定 
（対応職員や業務の明確化） 
・災害状況に応じた他都市へ

の応援要請のスキーム整理 
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（３）民間団体との災害時応援協定                             

 

  

 

 

 

 

 

 

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①協定先との連携不足 
・協定事業所の担当者と連絡が

取れなかった。また協定事業
所の協定内容や特性を把握し
ていなかった。 

・協定事業所と事前の取り決め
が不十分であり、協定発動の
迅速性に欠けた。 

 

協定内容の充実・強化 
・特に、休日夜間におけ

る協定事業所との連絡
体制整備 

・各種相談会等が開設可
能な公共施設と民間施
設のリスト化 

・応援内容の明確化、詳
細化、契約単価の事前
の取り決め 

 
 

 

②協定事業所等の不足 
・各種相談会の会場について、

協定事業所の施設を使用する
ことができたが、優先的に確
保できなければ開催できない
可能性があった。 

・応援を要請したいが、対応で
きる事業所が少ない業務があ
った。（市有施設の応急危険
度判定などの被害状況調査、
小規模であるが件数が膨大な
道路の応急復旧など） 

 
 

協定事業所数の拡大 
・市外、県外事業所との

協定について検討 
 

協定先との連携強化 
・災害時の民間施設使用

に係る連携協定の締結
と具体的な協力体制の
構築 

・協定事業所の連絡員が
本庁(関係部署)へ参集
する体制の構築 
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 検証項目７ 被災者支援                             

 ◆ 主な動きと対応状況                              

月日 主な動き 対応状況 

 
1/3 
 
 
1/6 
 
3/31  
 
 
 
 
1/4 
1/8 
1/10 
1/12 
1/15 
1/16 
 
1/17 
1/21 
1/22 
1/24 
 
 
 
1/31 
2/13 
 
2/29 
 
3/8 
3/21 
 
3/29 
 
 
1/24 
 
 
1/29 
 
2/1 
 
 
2/29 
 
3/31 

【災害ボランティアセンターの設置運営】 
救助と災害ボランティア活動との調整をするた
め、西区社会福祉協議会が西区災害ボランティア
センターを開設 
災害ボランティア活動を開始 
 
西区災害ボランティアセンターを閉所 
4 月以降の活動は通常のボランティアセンター・ 
市民活動センター（社会福祉協議会）へ移行 
 
【被災者支援制度】 
緊急の修理（ﾌﾞﾙｰｼｰﾄ配布等）の受付開始 
市営住宅への入居相談（電話） 
被災者住宅応急修理事業の相談対応開始 
市営住宅への入居（１次募集開始） 
被災住宅相談窓口を開設 
介護保険料及び介護サービス利用料の減免実施を
公表 
賃貸型応急住宅借上げ事業の受付開始 
障がい福祉サービス利用料等の減免実施を公表 
国民健康保険料の減免実施を公表 
被災者住宅応急修理事業の受付開始 
液状化等被害住宅修繕支援事業の受付開始 
被災者生活再建支援金、災害援護資金貸付の 
受付開始 
緊急の修理（ﾌﾞﾙｰｼｰﾄ配布等）の受付終了 
災害被災者住宅復興資金貸付金利子補給事業の 
受付開始 
液状化等被害住宅修繕支援事業 
（傾斜修繕加算の追加） 
被災ブロック等撤去工事補助事業の受付開始 
液状化等被害住宅建替・購入支援事業、 
被災者転居費支援事業の受付開始 
被災ブロック等撤去工事補助事業の受付終了 
 
【被災相談窓口】 
中央区役所、曽野木地区公民館、西区役所、黒埼
地区総合体育館の４会場で被災相談窓口を開設 
 
西総合スポーツセンターで被災相談窓口を開設 
 
北・東・秋葉・南区役所、西蒲区西川出張所で 
被災相談窓口を開設 
 
西区役所会場一時休止（確定申告会場で使用） 
 
黒埼地区総合体育館会場閉鎖 

 
 
 
 
活動人数：延べ 1,904 人 
活動件数：315 件 
主な内容：敷地内や側溝の土砂撤去、 
     家財などの運び出し 

その他：アクアパーク、老人憩の家の
入浴施設を活動ボランティア
へ無料提供 

 
 
西区役所、黒埼出張所 
窓口追加（曽野木連絡所） 
 
 
 
西区役所、黒埼出張所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
西区役所と西総合スポーツセンター間で
シャトルバスの運行 
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（１）災害ボランティアセンターの運営支援                               

 

 

（２）被災者支援制度                               

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①マニュアル等が不十分 
・市の災害対応について、災害

ボランティアセンターが得ら
れる情報が限られていた。 

・迅速な場所の確保ができなか
った。 

 
 

マニュアル等の見直し 
・情報共有方法の見直し 
・災害ボランティアセンター 

設置候補箇所の確保 
 
 

 

②人材の確保 
・ボランティアセンターの運営

への参画が防災士や青年会議
所など熱意のある方々に限ら
れていた。 

 
 

人材育成の推進 
・ボランティアセンターの運営

やボランティア活動に参画で
きる団体や市民の育成を推進 

 
 

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①体制の未整備 
・今回の被害を踏まえた支援

制度の新設や既存制度の拡
充により、支援を開始した
が、制度設計から運用開始
までに時間を要した。 

（ブロック塀・がけ地近接・ 
私道） 

・特定の時期に申請が集中
し、受付後の事務処理に時
間を要した。 

（生活再建支援金・応急修理・
住宅修理・ブロック塀） 

 
 

マニュアルの見直し 
・発災後の迅速な対応を図

るために、既存支援制度
の研修や訓練を行い、職
員の理解度を向上 

・各種支援制度の総括・ 
調整機能の検討 

 
 

応援体制の構築 
・被害情報の収集・情報

共有を踏まえた庁内応
援体制の再構築 

 
継続的な情報収集 
・今後の発災時に創設さ

れる他都市の支援制度
を定期的に情報収集 
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（３）被災相談窓口                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①大規模災害に対応する窓口
体制が不十分 

・地域防災計画で定めている
担当部署だけで対応できな
かった。 

・被災相談窓口を開設するた
めの会場を速やかに確保で
きなかった。 

・各対策部のブースの設営・
運営に係る情報や支援制度
に関する情報など に つい
て、関係部署間での共有が
十分でなかった。 

 
 

災害規模に応じた窓口体制
の再整理 
・相談窓口開設における 

役割分担の見直し 
・各区の相談窓口会場の 

リストアップ 
・想定される窓口会場のレ

イアウト、資機材、大ま
かな職員数の算定 

・所管課以外の職員も理解
できる仕組みの準備 

災害時おける公共施設の
優先利用 
・災害時における公共施

設を優先的に確保でき
る仕組みづくり 

②応援体制が不十分 
・相談窓口の職員数不足に加

えて、庁内から経験不足の
派遣職員が日替わりで従事
したことで、受付事務がス
ムーズに進まなかった。 

 
 

応援体制の構築 
・あらかじめ応援先を決

めるなど実効性のある
応援体制構築 

・窓口開設に向け、人員
の手配や研修の実施、
資機材準備など最低限
必要な期間を設定 

 
 

外部人材の活用 
・支援制度を理解し、窓口

対応可能な人材を有する
団体等の活用を検討 
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 検証項目８ インフラ関連                           

 ◆ 主な動きと対応状況                              

月日 主な動き 対応状況 

1/1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1/1～1/4 
 
1/2  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地震発生 
信濃川浄水場：配水圧力を制限（低下） 
 
 
第１回水道対策部会議 開催 
応急復旧体制、集中電話受付体制を構築 
青山浄水場：配水圧力を制限（低下） 
 
第２回水道対策部会議 開催 
応援要請 県内事業体 
 
停電発生 
・北区内沼、浦木（約 20 戸） 
・西区大野（約 50 戸） 
・南区味方、吉江（約 200 戸） 
・南区和泉（約 60 戸） 
・西区善久､立仏､山田 など（約 600 戸） 
 
西区内の複数カ所でガス臭の情報 
 
 
パトロール開始（直営・協定業者） 
道路・下水道応急復旧 
 
緊急点検（下水道）重要路線等 
 
応急給水拠点の準備開始 
信楽園病院 応急給水開始 
応急給水拠点の運用開始（３施設） 
 
 
第３回水道対策部会議 開催 
応援要請 県外事業体（２都市） 
信濃川浄水場 段階的に水圧上昇 
 
 
第４回水道対策部会議 開催 
青山浄水場 配水量削減を目的に区域変更 
応急給水拠点の増設（６施設） 
 
 
 
停電発生 
・西区立仏、鳥原 など（約 100 戸） 
・西区内野、内野潟橋端など（約 300 戸） 
 
第５回水道対策部会議 開催 

全浄水場の浄水機能に問題無し 
信濃川浄水場：制御弁作動 
内野配水場 ：制御・遮断弁作動 
順次漏水調査、管路修繕を開始 
 
 
配水池の保有水量が減少した為、広域的な
断水を回避するための措置 
 
県内事業体へ応援を要請 
 
停電復旧 
・北区内沼、浦木 
・南区味方、吉江、和泉  
 
 
 
 
北陸ガスが原因（損傷カ所）の特定、修理
の対応 
 
発災直後より、道路の陥没や隆起、下水道
の排水不良などへの応急復旧工事を実施 
 
災害協定に基づき、緊急巡視点検を業者が
実施 
 
給水車による給水活動を開始 
・西区役所、山田小、坂井輪中 
 
基幹管路の漏水調査完了（漏水無し） 
・さいたま市、仙台市に応援を要請 
止水対応の進展により配水量が安定徐々に
通常圧力へ復旧 
 
 
青山浄水場の供給区域の一部を阿賀野川浄
水場の供給区域に編入 
・立仏小、五十嵐小、坂井輪小、黒埼中、 

坂井輪コミュニティセンター、 
五十嵐コミュニティセンター 

 
停電復旧 
・西区大野、善久、立仏、山田、鳥原など 
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日時 主な動き 対応状況 

1/3 
 
 
 
 
 
 
 
1/4 
 
 
 
 
1/4～ 
 
 
1/5 
1/5～1/11  
 
 
1/6 
 
 
 
1/7 
1/9 
 
 
1/10～2/6 
2/26～3/2 
 
1/11 
 
 
 
1/12 
 
 
1/15～ 
 
 
1/25 
 
1/30 
1/31 
2/20 
 
 
3/11～5/10 

第６回水道対策部会議 開催 
青山浄水場 段階的に水圧上昇 
信楽園病院_応急給水終了 
第７回水道対策部会議 開催 
 
停電発生 
・江南区嘉木、鐘木 など（約 50 戸） 
 
第８回水道対策部会議 開催 
応急給水拠点の閉鎖（５施設） 
 
 
 
液状化により発生した土砂の運搬撤去 
 
 
第９回水道対策部会議 開催 
緊急被害状況パトロールの実施（公園） 
被災状況調査：一次調査（道路・下水道） 
 
停電発生 
・西区一部（約 20 戸） 
・中央区近江、和合町（約 700 戸） 
 
第１０回水道対策部会議 開催 
第１１回水道対策部会議 開催 
応急復旧体制、集中電話受付体制を解除 
 
被災箇所調査：二次調査（下水道） 
 
 
応急給水拠点の閉鎖（３施設） 

増設（１施設） 
国土交通省へ被害報告 
 
停電発生 
・西区上新栄町､寺尾､寺尾台､西小針台､ 

松海が丘など（約 5,000 戸） 
被災箇所調査（道路・公園） 
災害査定用測量設計 
 
国土交通省による災害緊急調査 
 
1 月臨時議会 復旧事業に係る補正予算 
災害報告（１カ月訂正） 
占用調整会議の開催（震災関連） 
 
 
国庫負担申請 
 
 
災害査定（道路・公園・下水道） 
 
 

区域変更や止水対応の進展により、配水が
安定し徐々に復旧 
受水槽復旧の為 
 
 
停電復旧 
・江南区嘉木、鐘木 など 
・西区内野、内野潟端 など 
 
山田小、五十嵐小、黒埼中、坂井輪コミュ、 
五十嵐コミュを閉鎖 
配水管の復旧工事が概ね終了 
 
液状化により発生した土砂について、住民
が撤去し土のう袋に入れたものを契約業者
による回収処分を実施 
 
被害の有無についてパトロール実施 
国への被害報告のため、被災状況調査実施 
 
停電復旧 
・西区一部 
・中央区近江、和合町 
 
 
 
 
 
災害査定資料の作成を目的としたテレビ 
カメラによる詳細調査を実施 
 
坂井輪小、立仏小、坂井輪中を閉鎖 
黒埼北部公民館に設置 
 
 
停電復旧 
・西区上新栄町､寺尾､寺尾台､西小針台､ 
 松海が丘など 
災害申請に向け、被害箇所調整を実施 
 
 
国へ災害査定官の派遣を要請し、 
復旧方法等について協議 
 
 
災害復旧工事に係る各種占用者(上下水道、
ガス、電力）と情報共有と工程調整を実施 
 
国土交通省へ国庫負担申請を行い、 
災害復旧に係る査定を実施 
 
道路災 306 件、公園災 9 件、下水道災のうち
管渠 35 件、施設 6 件が採択 
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（１）上水道の応急修繕                                  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①水道管の耐震化 
・地震に弱い水道管が漏水した。 
 
 

 
 
 
 

水道管の耐震化の加速 
・水道管の耐震化を加速 

させる施策の検討 
 
 

②工事業者の不足 
・水道施設の修理を行う工事業者

の確保に苦慮した。 
 
 

工事業者の確保 
・県内外の事業体との

災害協定の活用によ
る工事業者の確保 

 
 

 

③応急給水設備の運搬・設置に 
苦慮 

・応急給水所の設置に伴う応急給水
設備の運搬・設置に苦慮した。 

 
 
 

応急給水設備の保管
方法の検討 
・避難所等にあらか

じめ応急給水設備
を保管することの
検討 

 
 

災害時用水栓設置の検討 
・迅速かつ的確に応急給水

が行える体制を確立する
ための設備の設置検討 

④職員の経験不足 
・給水車の差配、運転操作や仮設

水槽組立の経験がある人員の確
保に苦慮した。 

 
 

訓練の継続 
・訓練を通した給水車

の運転操作や仮設水
槽組立方法の習得 
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（２）道路の応急修繕                                 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①被害情報の把握体制が不十分 
・区対策本部に速やかに報告を

するよう協定に基づき依頼し
ているが、住民等からの通報
に対応した結果、初動対応が
遅れた。 

・津波警報の発表により沿岸部
のパトロールを保留したこと
から当該地域の被災状況の把
握が遅れた。 

 
 
 
 
 
 
 
 

協定事業者との協定内容
再確認 
・災害時応援協定の内容

（ 範 囲 ） に つ い て 、
「地震想定防災訓練」
を通して、各協定締結
業者との再確認 

 
被害情報収集体制の整備 
・SNS やスマホアプリ等を

活用し、職員や市民から
被害状況を直接収集する
仕組みの検討 

 

協定事業者との連携強
化 
・各協定締結業者間と

でバックアップ体制
を構築し、管内隅々
の市管理道路全線の
パトロール結果の速
やかな報告 

②資機材の不足 
・道路の安全確保や応急対応など

に伴う通行規制等を行う場合、
保有している資機材が十分では
なかった。 

 
 
 

資機材の備蓄 
・災害時を想定した必要な

資機材の備蓄・調達に向
けて、区対策本部（地域
総務課）との協議 

 

資機材の調達 
・各協定締結業者の保有

資機材情報を共有し、
必要に応じて融通する
仕組みの構築 

 
 

③調査体制が不十分 
・被害の多かった３区（中央、

江南、西）へ少ない５区から
の応援体制の構築が無い中、
国が行う災害査定調査の準備
や調査を受けた。 

 
 

災害対策体制の構築 
・関係職員による体制を構

築し、一括して災害対応
及び復旧工事を実施 

 
国・県・政令市との連携 
強化 
・円滑な災害査定調査を行

うため、国・県・政令市
との一層の連携強化 

被害情報収集体制の整備 
・災害時情報システム

とGIS（位置情報）を
連動させ、被害状況
をリアルタイムに把
握する仕組みの検討 
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（３）下水道の応急修繕                              

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①被害状況の把握が困難 
・被害状況の早期の全容把握

が困難であった。 
 
 
 
 
 

被害情報収集体制の整備 
・対応状況の可視化 
・SNS やスマホアプリ等を

活用し、職員や市民から
被害状況を直接収集する
仕組みの検討 

 

被害情報収集体制の整備 
・災害時情報システム

と GIS（位置情報）を
連動させ、被害状況
をリアルタイムに把
握する仕組みの検討 

 
 

②応急修繕工事体制の未整備 
・応急修繕工事体制が構築でき

ていなかった。 
・応急対応できる資機材を確保

できなかった。（水中ポン
プ、ホース、安全備品） 

連携体制の見直し 
・道路管理者や各インフラ管理

者との情報共有と、連携強化
に伴う効率的な修繕対応につ
いての検討 

 
応急修繕工事体制の見直し 
・災害の種別に応じた対応計画

や現場対応マニュアルの作成 
・民間団体との災害協定締結 
（特に土木事業者の確保と機械

リース会社） 
 
 

資機材の調達と備蓄 
・応急対応できる資機材

の調達と備蓄 
（水中ポンプ、ホース、

安全備品） 
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 検証項目９ その他                               

（１）応急危険度判定                               

 ◆ 主な動きと対応状況                              

 

月日 主な動き 対応状況 

 
1/2 
 
 
 
1/3 
 
 
 
 
 
1/4 
 
 
 
 
 
 
1/7 
 
 
 
 
 
 
1/10 
 
 
 
 
1/12 

 
応急危険度判定を開始 
（申込制、住宅相談として実施） 
 
 
応急危険度判定士の応援要請（市→県） 
市ホームページにて応急危険度判定の実施
について周知 
・受付期間 ～1/7 
・実施期間 ～1/8（当初の予定） 
 
県の応援職員の派遣開始 
 
 
 
 
 
 
応急危険度判定の受付終了 
実施期間の延⾧を周知 
 
 
 
 
 
県の応援職員の派遣終了 
 
 
 
 
応急危険度判定終了 

【体制及び件数】 
1 班 2 名体制で応急危険度判定を実施 
1/2  3 班 15 件 
   （市 6 名） 

 
1/3  6 班 73 件 
   （市 12 名） 

 
 
 
 
1/4  15 班 173 件 
   （市 14 名 県 16 名） 

1/5  15 班 171 件 
   （市 10 名 県 20 名） 

1/6  30 班 283 件 
   （市 11 名 県 31 名 士会 18 名） 

 
1/7  36 班 368 件 
   （市 9 名 県 32 名 士会 31 名） 

1/8   12 班 122 件 
   （市 10 名 県 7 名 士会 7 名） 

1/9  31 班 266 件 
   （市 10 名 県 30 名 士会 22 名） 

 
1/10  34 班 272 件 
   （市 13 名 県 29 名 士会 26 名） 

1/11 1 班 3 件 
   （市 2 名） 

 
1/12 1 班 4 件 
   （市 2 名） 
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課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①運用マニュアルの活用が 
不十分 

・判定本部としての実績がない
ため、円滑な運営ができなか
った。 

 
 

運用マニュアルの見直し 
・運用マニュアルの精査

とブラッシュアップ 
 

 

②災害情報収集の不足 
・発災当初の民間建築物の被災

状況について情報が不足して
おり、応急危険度判定の実施
可否の判断に苦慮した。 

情報収集体制の強化 
・SNS やスマホアプリ等

を活用し、職員や市民
から被害状況を直接収
集する仕組みの検討 

 

 

③業務量の過多 
・判定対象の設定を申込制とし

たが、申請者への対応の負担
が大きかった。 

 

配備人員の整備 
・災害対応時の人員体制

の整備 
 
研修と訓練の実施 
・平常時の研修と訓練の

実施 
 

 

④情報発信の不足 
・り災判定と応急危険度判定を

混同される市民が多く、対応
に苦慮した。 

情報発信のあり方の見直し  
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（２）災害廃棄物                                

 ◆ 主な動きと対応状況                              

 

 

月日 主な動き 対応状況 

1/3 
 
 
 
 
 
 
 
1/11 
 
1/15 
 
 
1/18 
 
2/16 
 
 
 
2/26 
 
3/19 
 
4/23 

【共通】環境省関東地方環境事務所 来庁 
 
【自搬】災害ごみ自己搬入無料受付決定 
    期間：1/4～1/31 
    受入施設：各清掃センター 
         中継施設 
         赤塚埋立処分地 
 
【自搬】無料受付期間延⾧（1/31→2/29） 
 
【ボラ】災害ボランティア対応災害ごみ 

収集開始 
 
【公費】国説明会 
 
【自搬】無料受付期間延⾧（2/29→3/30） 
 
【公費】関係要綱施行 
 
【公費】公費解体窓口設置・申請受付開始 
 
【自搬】無料受付期間延⾧（3/30→5/2） 
 
【自搬】無料受付期間延⾧（5/2→9/30） 
 
 
 
 
＜凡例＞ 
【共通】：災害ごみ全般 
【自搬】：自己搬入 
【公費】：公費解体 
【ボラ】：ボランティア対応災害ごみ等 

被害状況確認及び今後の対応について協議 
 
【自己搬入】 
地震により被害を受け損壊した家財道具な
どを「災害ごみ」と位置づけ、自己搬入に
よる手数料を無料とした。なお、新田清掃
センター、赤塚埋立処分地は１月中、祝休
日も受入れ 
 
受入れについては HP 及び公式 SNS により
広報を実施 
  
受入れ状況に応じ順次受け入れ期間を延⾧ 
（6 月から罹災証明書を提示） 
  
災害廃棄物の仮置場は状況注視とし、設置
は保留 
 
【公費解体】 
災害による公費解体を実施したことがある
自治体情報を収集するとともに、国の取り
扱いなどを確認し、制度の検討を進めた 
 
【ボランティア対応災害ごみ等】 
災害ボランティアによる災害ごみの収集に
あたり、清掃事務所の通常業務を一部停止
し優先的に対応できるよう体制を整え対応 
  
避難所の災害ごみ収集も実施 
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課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①受け入れ方法の検討が不十分 
 
【自己搬入・公費解体】 
・災害廃棄物の内容や発生量の想

定が困難であった。 
・災害廃棄物の仮置場の設置準備

が十分でなかった。 
 
【自己搬入】 
・自己搬入困難な場合（高齢者な

ど）の対応が十分でなかった。 
・搬入ごみが、地震によるものか

自己申告の為、受入れ時に判断
ができなかった。 

 
【公費解体】 
・制度内容の検討、周知等に時間

を要した。 
・対象となる被害程度の判定内容

の確認方法が明確でなかった。 
・発注書類の作成や契約相手の選

定等に時間を要した。 
 
【ボランティア対応災害ごみ等】 
・ブロック塀・灯篭など重量物が

多く、収集に際し困難な事案が
生じた。 

 
 

マニュアルの検討・作成 
 
【自己搬入・公費解体】 
・災害廃棄物処理に係る

各種業務について、積
み上がった実績から次
の災害時に活かせる、
反映できるデータ等の
整理 

 
【ボランティア対応災害

ごみ等】 
・受付周知方法の検討 
・分別方法や集積方法な

どの検討 
 
 

マニュアルの検討・作成 
 
【自己搬入・公費解体】 
・仮置場の選定設置手順の

確立 
（他の支援に係る候補地と

の調整含む） 
・仮置場の重機・備品等の

手配や運営方法などの事
前準備 

 
【自己搬入】 
・受入れ品目・期間・方法

などの検討 
・市民への適切な周知方法

の検討 
 
【公費解体】 
・今回の検討経緯や、申請

受付事例などに基づく、
マニュアルの検討・作成 

・被害程度の判定内容確認
のための仕組みづくり 

・関係団体・業者との発災
時の対応に向けた仕組み
づくり 
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（３）医療体制                                  

 ◆ 主な動きと対応状況                              

 

月日 主な動き 対応状況 

 
1/1    
 
 
 
 
   
 
 
 
 
1/2    
 
 
 
 
 
 
1/3    
 
 
 
1/4    
 
 
1/4～1/9 
 
 
1/4～1/11 
 

【医療対策班】 
市施設の被害状況の確認 
・急患診療センター 
・西蒲原地区休日夜間急患センター 
・口腔保健センター 
 
市内 42 病院の被害状況確認 
・EMIS 情報の確認 
・市内 42 病院へ電話聞き取り 
・市消防局救急課へ聞き取り 
 
県が市災害対策本部へ DMAT を派遣 
（西区内の病院の状況把握の為） 
 
 
県が DMAT を西区病院へ派遣 
 
 
西区病院の給水量不足解消 
 
西区病院で給食準備に不安がある
為、非常食供給を依頼 
 
西区病院へ非常食供給 
 
薬局等の被害状況把握 
 
 
市内診療所の被災状況の把握 
（医科、歯科） 
 

 
市医師会、市歯科医師会に被害状況を聞き取り、
大きな被害はなく、通常診療を継続していること
を確認 
 
 
新潟県（地域医療政策課）へ報告 
・津波警報が発出され病院に避難した住民対応

のため、医療提供に支障が出た病院があった 
 
 
市本部リエゾン（市保健衛生部、水道局）と県
本部（DMAT）で情報共有し、西区内の病院の
給水状況確認 
 
DMAT が病院に入り給水状況を確認、透析患者
移送の必要性を検討 
 
県から患者の移動手段の確保準備を依頼される
も給水問題が解決したため、移送不要となった 
 
 
 
市民生活対策部と調整し、おかゆを病院へ配送 
 
市薬剤師会から被害があった薬局の報告あり 
 

 
市内診療所の被災状況について、市医師会、 
市歯科医師会へ確認を依頼 
・西区内は全診療所の情報を収集 
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課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①情報収集体制が不十分 
・ＥＭＩＳ（広域災害救急医療

システム）入力率が低く、市
内４２医療機関に電話で聞き
取りをした。 

・診療所の情報収集に時間を要
した。 

 
 
 

情報収集体制の見直し 
・ＥＭＩＳの入力基準、入力

方法の周知徹底（県と協
力） 

・医療機関情報の収集基準
と収集主体の再確認 

 

 

②避難方法の周知不足 
・津波避難ビルではない病院に

避難者が殺到し、医療提供に
支障が出た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指定避難場所等の周知 
・避難所、避難場所、津波

避難ビルの周知 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

避難所情報の伝達方法の
検討 
・避難所の開設など災害

時の情報を地域住民だ
けでなく地域の事業所
（医療機関等）に伝え
る仕組みの検討 

 
協力団体との連携体制の
強化 
・多種多様な災害に備え

た、本市と協力団体と
の情報収集・伝達訓練
の定期的な開催 

 

③移送体制の未確立 
・断水で給水不能となった病院

の透析患者の移送手段を確保
する準備ができなかった。 

移送体制の確立 
・透析患者等の移送が必要

になったときの具体的な
移送方法と手段の確保 
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（４）学校の応急修繕                              

◆ 主な動きと対応状況                              

月日 主な動き 対応状況 

1/1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1/2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1/3 
 
 
 
 
 
 
 
1/4 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

避難所に指定されている小学校 106 校、中
学校 56 校を開放し、市民の避難に対応 
 
「学校園の被害状況の点検・確認について」を
全学校園に送信し、1 月 2 日中の報告を依頼 
⇒各学校園から被害状況について随時報告 
 
 
 
新潟市管工事業協同組合に応援要請 
 
 
 
教育対策部内打合せ 
 
 
 
学校施設班職員により坂井輪中学校南校舎
の応急危険度判定を実施 
 
学校からの被害状況報告(123 校園／174 校園) 
 
 
 
建築専門業者により坂井輪中学校の被災 
状況緊急調査を実施 
 
 
学校施設班職員により被害の大きい学校 
など３施設の応急危険度判定を実施 
 
 
学校再開に向け西区を中心に被害の大きい
小中学校の被災状況緊急調査を実施 
（建築専門業者） 
 
学校施設班職員により新通小学校の 
空き教室調査を実施 
 
設備関係被害状況調査及び応急修繕開始 
（新潟市管工事業協同組合） 
 
 
応急修繕開始 
（建築緊急修繕業者、管工事業者） 
 
 

各学校にて、管理職と指定された職員が学校
に参集 
 
教育委員会全体で作成した「被害状況の把
握」や「災害時の対応方法」などを記載した
通知を全学校園に発信。特に施設の被害状況
の把握については点検表（施設課・保健給食
課関係）を作成し情報収集を実施 
 
建築対策部が災害協定を締結している新潟市
管工事業協同組合に被害状況調査と応急修繕
について応援要請 
 
避難所開設状況、施設の被害状況、学校の授
業開始日等の情報共有を行い、今後の対応に
ついて協議 
 
被害が甚大のため南校舎の立入を禁止 
 
 
軽微な被害も含め 123 校園から被害の報告を
受ける（随時報告があり 1 月 20 日に 123 校園
となる） 
 
北校舎など校舎全体の緊急調査を行う。 
調査の結果、北校舎・管理棟などは教職員の
使用は可能と判断（生徒の使用は禁止） 
 
曽野木小学校、中野小屋中学校、坂井輪地区
公民館（坂井輪中学校の仮校舎候補）の調査
を実施 
 
上記 2 校を含めた 14 校を調査し、学校再開へ
の影響はないと判断（坂井輪中学校は除く） 
 
 
坂井輪中学校の仮校舎の検討 
（改修工事の確認と実施） 
 
被害の調査結果について、教育対策部内や災
害対策本部へ随時、報告・連絡・相談や情報
共有を実施 
 
学校再開に向け必要な応急修繕を実施 
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月日 主な動き 対応状況 

1/5 
 
 
1/6 
 
 
 
1/9 
 
 
1/10 
 
 
 
 
1/11 
 
 
1/28 
 
 
2/2 
 
 
2/8 
 
 

坂井輪中学校南面擁壁の緊急点検を実施
（土木専門業者） 
 
各学校班より、坂井輪中学校、新通小学校
の保護者へ坂井輪中学校の当面の対応につ
いて通知 
 
学校施設班職員による現地被害状況調査、
測定、写真記録等を実施（～1/23 まで） 
 
新通小学校の給食室の水道漏水工事の完了 
 
 
 
 
坂井輪中学校南校舎の杭の現地調査を実施 
 
 
坂井輪中学校保護者説明会の開催 
 
 
坂井輪中学校の地盤確認業務及び南側敷地
の安全性検討業務開始（土木専門業者） 
 
坂井輪中学校北校舎、管理棟及び外構等 
改修工事の実施（～3/31 まで） 
 

現地調査の結果、現状での倒壊はないこと 
を確認 
 
坂井輪中学校（1/11～）※予定より 2 日遅れ 
・1、2 年生：オンライン授業 
・3 年生：新通小学校の空き教室で対面授業 
 
123 校園の被害状況調査と事前着工届の 
作成、修繕業者に改修工事を発注 
 
給食室の水道管の損傷の為、給食初日のみ、
簡易給食（牛乳・ごはん・非常用カレー）で
対応 
※その他の学校での給食の遅れはなし 
 
杭に損傷があり、適正な状態ではないこと 
から、南校舎の解体を決定 
 
今後の学校運営方法等の説明 
被害状況、今後の工事の進め方を説明 
 
坂井輪中学校の地盤確認業務及び南側敷地の
安全性検討業務完了（3/15） 
 
4 月以降に 2 学年が北校舎で対面授業を 
行うため、北校舎等の改修工事を実施 
 

4/12 
 
 
7/2 
 
 
9/12 
 
 
10/1 
 

坂井輪中学校南校舎解体工事に着手 
（～9/6 竣工） 
 
坂井輪中学校仮設校舎建設に着手 
（～2/15 建設工事完了） 
 
坂井輪中学校南面擁壁改修に着手 
（～3/14 竣工） 
 
坂井輪中学校体育館下屋改修工事に着手
（～1/8 竣工） 
 

被害の大きかった南校舎の解体 
 
 
南校舎に代わる仮設校舎を建設 
 
 
被害の大きかった南面擁壁の解体と新たな 
法面の整備 
 
被害の大きかった体育館下屋の補強工事 
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課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①応急対策マニュアルの活用
が不十分 

・各学校園の被害状況の収集
にあたり、マニュアル通り
の対応ができなかった。 

 

応急対策マニュアルの周知と
確認 
・マニュアルの周知と役割

分担の再確認 
 

応急対策マニュアルの 
見直し 
・情報収集方法と情報

共有方法の見直しを
含めた、マニュアル
の精査 

②応急修繕対応の充実 
・早急な学校再開に向け、施設

の安全性を確認する緊急点検
業者や、応急修繕を行う修繕
業者の確保に苦慮した。 

緊急修繕業者の確認 
・各学校の緊急修繕業者の

周知と確認 
 

災害協定の締結 
・早期に被災状況調査や

応急修繕工事を実施す
るため、関係団体との
災害協定を締結 

③初動期の人員の確保 
・避難所にもなっている学校園

の安全確保のため、発災直後
は被害状況の確認や応急修繕
業者の確保など、初動期の業
務が多く、人員の確保に苦慮
した。 

 

配備人員の整備 
・災害対応時の人員体制の

検討と整備 
 
情報の共有 
・平時より研修などを通じ

て災害時の対応を共有 

 

④災害復旧事業への人員確保 
・災害復旧事業にかかる現地

作業（検尺、写真撮影など）
や事前着手届、事業計画書
の作成など申請業務が多く
人員の確保に苦慮した。 

事業の周知と確認 
・平時より事業の内容や申請

手続き方法等を周知し担当
レベルでの確認を実施 

 
情報の共有 
・平時より研修などを通じ

て災害時の対応を共有 
 

制度改正への働きかけ 
・国などに向けて、申請

業務の簡素化や手続き
の簡略化などを要望 
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（５）自治会・町内会との連携                              

 
 

（６）防災士                                   

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①避難所運営への理解不足 
・避難所運営に自発的に参加する

住民が少なかった。 
 

住民参画の促進 
・避難所運営への住民参画

を促進 
 

 
 

②連携体制が不十分 
・区と自治会・町内会、コミュニ

ティ協議会、自主防災組織との
連携が不十分であった。 

・避難所指名（担当）職員が地域
の防災訓練への参加率が低いた
め、連携が十分でないケースが
あった。 

連携体制の構築 
・区と自治会・町内会、コ

ミ協との災害時連絡体制
構築 

・避難所指名（担当）職員
の訓練参加促進 

 

③被害情報の収集体制が不十分 
・職員による被害状況の確認や把握

が間に合わなかった。 
 
 

被害情報収集体制の整備 
・SNS やスマホアプリ等を

活用し、コミ協や自治
会・町内会から被害状況
を直接収集する仕組みの
検討 

 

④土のう袋の配布体制が未整備 
・土のう袋の配布が遅れた。 
 

土のう袋の配布体制の構築 
・地震時の土のう袋の配布 

体制の構築 

 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①活用機会が不十分 
・地域にいる防災士の存在が住

民に認識されておらず、地域
の防災活動に十分活用されて
いない。 

防災士の育成 
・防災士の育成 
・防災士の連携強化 
・防災士のスキルアップの 

ための支援 
 
活用方法の見直し 
・防災士が地域の防災活動

に参加できる機会の拡大 
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（７）仮設トイレ設置                              

 

 

（８）義援金                                  

 

 
 
 
 
 
 
 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①情報収集体制が不十分 
・仮設トイレ設置が必要な箇所の

情報取得に時間がかかった。 

運用ルールの見直し 
・設置基準・手続きの

明確化、周知 
・対応状況の可視化、

共有 
 
 
 

運用ルールの見直し 
・本部、各対策部、調達

業者との連携方法など
を検討 

課題・問題点 
改善に向けた今後の取組 

短期 中⾧期 

①受付体制が不十分 
・義援金については、本市単独で

の受付は今回の災害が初めてで
あり、発災から開始まで２週間
を要した。 

受付体制の見直し 
・本市が単独で義援金を

受け付ける場合、災害
対応の最中に受付事務
へ人員を割く必要があ
ることから、今後の単
独実施についての可否
を検討 

・本市が単独で義援金を
受け付けることとした
場合、あらかじめどの
程度の被災規模で受け
付けるのか判断基準を
明確化するとともに、
マニュアルの整備 
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第５章 総括 

 総括                                     

令和６年１月１日の地震により、津波警報が発表され、津波浸水想定区域内外からの

避難が生じ、市内の指定避難所の避難者数は最大で１万４千人に上った。さらに、車で

の避難が多かったため、交通渋滞が発生したほか、津波の危険性が低い地域であっても、

急いで車で避難するなどの行動が見受けられた。 

避難所では玄関の鍵を壊して侵入した事例があったほか、開錠後に避難者がほかの人

を押しのけるように階段を駆け上がり入場するなどの混乱が生じた避難所もあった。 

また、発災当初の被害状況の把握が進まず、被害の大きさが判明していくことに応じ

て人員不足等が生じ、災害対応の体制整備が十分に整わない事態が発生した。 

市民に対する情報発信や避難所運営、行政内部における情報共有など、災害発生時の

対応において多くの課題が明らかとなり、これまでの防災意識や防災対策のあり方の抜

本的な見直しが必要となった。一方、行政による公助を待つだけでなく、ＮＰＯ・ボラ

ンティアによる避難所運営支援など、自助・共助の大切さが改めて認識された。 

これらのことから、今後は、防災についても避難所の開設基準や非常持ち出し品の準

備など市民への防災意識の普及啓発や、避難所運営委員会の立ち上げ促進など、日頃か

ら市民・地域等と連携した取組が必要となる。加えて、SNS やスマホアプリを活用し、

職員や市民から被害状況を直接収集する仕組みを検討するなど DX 化を推進し、市民へ

の迅速な情報発信・情報共有を行う体制を整備する必要がある。 

また、改善に向けた取り組みを、優先順位を明確にしながら確実に進めるため、ロー

ドマップを作成するとともに、国や県などの検証結果を踏まえ、地域防災計画をはじめ、

「避難所運営マニュアル」「応急対策マニュアル」等の見直しも進めていく。 

日頃からの備えと災害時の行動について、市民・地域・行政のそれぞれの役割を明確

にし、災害時に一人一人が適切な行動をとれるよう、更なる地域防災力の向上に取り組

む「安心・安全で災害に強いまちづくり」の推進を図っていく。  
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